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1 大阪府及び大阪市では 2019 年２月 28 日付けで「ＩＲ区域の整備に関する基本協定書」（別紙１）（以下「府・市基本協定」

という。）を締結し、特定複合観光施設区域の整備を大阪府及び大阪市は相互に連携・協力の上、共同して取り組むこと、ま

た、区域整備計画の認定申請は大阪府が行うことを定めている。当該協定書に基づき、大阪府は大阪市と連携・協力し、設置

運営事業を行う民間事業者の公募・選定を行うため本募集要項を定めるものである。 
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第１ はじめに（特定複合観光施設区域の整備の意義及び目標） 

 

１． ＩＲ区域整備の意義 

大阪の更なる成長のためには、人口減少や超高齢化が進み、需要・労働力の減少などが懸

念される中において、今後の市場拡大など将来性が見込まれる成長産業への注力が必要であ

る。 

この点、我が国では観光は成長戦略の柱であるという認識のもと、訪日外国人旅行者数を

2020年に 4,000万人、2030年に 6,000万人とする目標を掲げており、大阪においては、旅行

者数が全国を上回る伸び率で増加するとともに、旅行消費額も大きく増加するなど、観光産

業には大きなニーズと将来性がある。 

また、大阪・関西は、大きな人口・経済規模を有するとともに、国宝や重要文化財などの

豊富な観光資源が集積しており、その中心に位置する大阪・夢洲は、アジア諸国等とのネッ

トワークを有する関西国際空港をはじめ、大阪国際空港・神戸空港に近接するとともに、鉄

道・高速道路ネットワークも充実している。加えて夢洲は、広大な用地の確保ができ、オー

シャンフロントの立地・眺望を活かした非日常空間が創出できるなど、非常に高いポテンシ

ャルを有している。 

このような中、我が国においては、国際競争力の高い魅力ある滞在型観光を実現し、観光

及び地域経済の振興に寄与するとともに財政の改善に資することを目的として、2018年７月

に特定複合観光施設区域整備法（平成 30年法律第 80号。以下「ＩＲ整備法」という。）が成

立・公布された。 

このＩＲ整備法に定める「日本型ＩＲ」は、ＭＩＣＥ施設や多種多様な誘客施設を一体的

に整備することにより、これまでにないスケールとクオリティを有する総合的なリゾート（以

下「ＩＲ」という。）として、世界中から観光客を集め、これまでにないような国際的なＭＩ

ＣＥビジネスの展開や新たなビジネスの起爆剤とするとともに、日本ならではの魅力を発信

し、特定複合観光施設区域（以下「ＩＲ区域」という。）への来訪客を全国各地に送り出すこ

とで、ＩＲが世界と日本の各地をつなぐ交流のハブとなることをめざすものである。さらに、

これまでの他国のＩＲにはない独自性と国際競争力を有し、幅広く世界中の観光客を惹きつ

けるものとなることで、もって日本各地の活性化と日本全体の経済成長につなげていくこと

とされている。 

大阪府及び大阪市2（以下「大阪府・市」という。）は、ＩＲ整備法に基づき、大阪・関西が

有するポテンシャルと民間の創意工夫を最大限活かしつつ、大阪・夢洲において大阪・関西

の持続的な経済成長のエンジンとなる世界最高水準の成長型ＩＲ（大阪・夢洲地区特定複合

観光施設区域。以下「大阪ＩＲ」という。）の実現を図ることで、成長産業たる観光分野の基

幹産業化を図るとともに、大阪経済の更なる成長を実現し、もって我が国全体の観光及び経

済振興の起爆となることをめざすものである。 

また、ＩＲは、民間の活力と創意工夫が活かされるとともに、カジノ事業収益の適切な活

用が図られることや、カジノ施設の有害な影響の排除が適切に行われること、さらに、観光

や地域経済の振興、財政の改善への貢献を持続的に発現する観点から、長期間にわたって安

定的かつ継続的なＩＲ事業の運営が確保されることが極めて重要な前提条件であり、その実

現に向けて大阪府・市一体で取組みを進めていく。 

  

                                                   
2 ＩＲ整備法に定める都道府県等としての法律上の行為は大阪府が行うものとするが、府・市基本協定に基づき、当該法律上の

行為を行う上での実質的な作業については、大阪府及び大阪市が連携・協力して行うものとする。 
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２． ＩＲ区域整備の目標 

観光先進国の実現に向けて日本型ＩＲを整備し、その意義を十分に発揮するという国の目

標を踏まえつつ、大阪をはじめ、関西・日本全体の更なる観光及び経済振興を実現するため、

次に掲げる目標を達成することをめざす。 

 

(1) 世界水準のオールインワンＭＩＣＥ拠点の形成 

日本最大の複合ＭＩＣＥ施設の整備やオール大阪でのＭＩＣＥ推進・誘致体制の強化な

どにより、これまで国内で開催されてこなかった大規模国際会議や大阪・関西が強みを有

する産業をテーマとした展示会など、大阪・関西の経済成長を牽引するＭＩＣＥを新たに

誘致・開催し、大阪・関西の経済活性化と都市魅力の向上につなげるとともに、我が国の

ＭＩＣＥ開催件数の増加やＭＩＣＥ競争力の向上に寄与することを目標とする。 

 

(2) 国内外の集客力強化への貢献 

世界水準のオールインワンＭＩＣＥ施設に加え、多様な客層のニーズに対応できる宿泊

施設や世界最高峰のエンターテイメントなど、世界最高水準の成長型ＩＲを実現すること

により、世界中からのビジネス客やファミリー層などの新たな来訪を促進し、大阪におけ

る外国人旅行者数や旅行消費額の更なる増加を図るとともに、2030 年に訪日外国人旅行

者数を 6,000 万人、訪日外国人旅行消費額を 15 兆円にするという政府の観光戦略の目標

達成に寄与することを目標とする。 

 

(3) 日本観光のゲートウェイの形成 

世界と日本各地をつなぐ交流のハブとして、各地の自治体やＤＭＯ等と連携を図るとと

もに、最先端技術等を活用した各地の様々な観光情報の発信や利用者の関心等に応じた必

要なサービスのワンストップでの手配などにより、大阪ＩＲへの来訪者を大阪府域や関

西・西日本・日本各地へ送り出し、ＩＲ立地に伴う集客効果を各地に相乗的に波及させる

ことを目標とする。 

 

３． 設置運営事業者の公募・選定 

大阪府・市では、大阪ＩＲを実現するため、特定複合観光施設区域の整備に関する計画（以

下「区域整備計画」という。）の作成及び国への認定の申請を共同で行い、特定複合観光施

設（以下「ＩＲ施設」という。）を設置及び運営する事業並びにこれらに附帯する事業（これ

らを合わせて大阪・夢洲地区特定複合観光施設設置運営事業。以下「本事業」という。）を実

施する民間事業者（以下「設置運営事業者」という。また、発起人その他の当該民間事業者

を設立しようとする者を、以下「設置運営事業予定者」といい、それが２以上の者から成る

場合は、当該構成員全員の総称とする。）を公募により選定（以下「本公募」という。）し、

選定した設置運営事業者と共同して大阪ＩＲの整備を実施することを計画している。 

本募集要項は、本公募を実施するに当たり、ＩＲ整備法及び「特定複合観光施設区域の整

備のための基本的な方針(案)」（以下「基本方針(案)」といい、これを踏まえＩＲ整備法第

５条に基づき国土交通大臣が定める方針を「基本方針」という。）及びＩＲ区域の整備の実

施に関する方針（案）（以下「実施方針（案）」という。）等に即して、大阪府・市として考

えるＩＲ区域の整備（以下「ＩＲ区域整備」という。）の意義や目標、ＩＲ事業を実施する上

で必要となる要件や設置運営事業予定者の選定方法などを定めるものである。本事業に応募

する者は本募集要項の内容を踏まえ、応募に必要な書類を提出すること。 
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第２ 特定複合観光施設設置運営事業に関する事項 

 

１． 設置運営事業の名称 

大阪・夢洲地区特定複合観光施設設置運営事業 

 

２． 担当部局 

大阪府・大阪市ＩＲ推進局 

 

３． 担当窓口 

大阪府・大阪市ＩＲ推進局 推進課 

担当：長野・福永 

住所：大阪府大阪市住之江区南港北 1-14-16大阪府咲洲庁舎 31階 

電話：06－6210－9235 

電子メールアドレス：RFP-OSAKAIR@gbox.pref.osaka.lg.jp 

 

４． 大阪府・市アドバイザーの設置について 

 

(1) 大阪府・市アドバイザーの設置 

大阪府・市は、本公募の実施に関し、以下に示すアドバイザー（以下「大阪府・市アドバ

イザー」という。）を設置する。 

a. PwCコンサルティング合同会社（東京都千代田区） 

b. PwCアドバイザリー合同会社（東京都千代田区） 

c. 岩田合同法律事務所（東京都千代田区） 

d. 弁護士法人興和法律事務所（大阪府大阪市中央区） 

e. 佐野法律事務所（大阪府大阪市中央区） 

f. 大知法律事務所（東京都千代田区） 

g. 浅井謙建築研究所株式会社（東京都港区） 

h. 株式会社エスパシオコンサルタント（東京都中央区） 

i. 株式会社近畿日本コンサルタント（大阪府大阪市北区） 

 

(2) 大阪府・市アドバイザーへの情報提供等 

大阪府・市アドバイザーには、本公募において応募者（第10-1.-(1)に規定する応募者を

いう。以下同じ。）から取得した情報その他必要な情報を必要に応じて提供する予定である。

また、大阪府・市アドバイザーは、必要に応じて応募者との対話に参加することがある。 

 

５． 募集要項等 

本募集要項及びその添付書類は、以下の(1)乃至(11)の書類（これらの書類に関する補足資

料及び大阪府・市のホームページへの掲載その他適宜の方法により公表した質問回答書、並

びにそれらの書類・資料等に関して大阪府・市が発出した書類を含め、以下「募集要項等」と

総称する。修正等があった場合は、いずれも修正後の内容による。以下同じ。）により構成さ

れる。 

(1)乃至(10)の書類は、参加資格に係る審査書類（以下「資格審査書類」という。）及び事

業提案に係る審査書類（以下「提案審査書類」という。）並びに本事業の実施に係るその他の

審査書類一式（以下「提案書類」と総称する。）を作成するに当たっての前提条件であり、(1)

mailto:RFP-OSAKAIR@gbox.pref.osaka.lg.jp
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乃至(8)の書類は、ＩＲ整備法第 13条に定める実施協定（以下「実施協定」という。）の締結

時に契約関係当事者を拘束するものである。 

また、設置運営事業予定者の選定に際して公表する補足資料も募集要項等の一部を構成す

るものであり、特段の定めがない限り、いかなる補足資料（参考資料に該当する資料を除く。）

も実施協定締結時に契約関係当事者を拘束するものとする。 

なお、募集要項等と実施方針（案）に相違のある場合は、募集要項等の規定内容を優先する

ものとし、また、重複した記載項目については、募集要項等の規定内容により解釈されるも

のとする。但し、募集要項等に記載がない事項については、実施方針（案）によることとす

る。 

 

(1) 大阪・夢洲地区特定複合観光施設設置運営事業募集要項（以下「募集要項」という。） 

(2) 大阪・夢洲地区特定複合観光施設設置運営事業基本協定書(案)（以下「基本協定書

(案)」という。） 

(3) 大阪・夢洲地区特定複合観光施設設置運営事業実施協定書(案)（以下「実施協定書

(案)」という。） 

(4) 大阪・夢洲地区特定複合観光施設設置運営事業立地協定書(案)（以下「立地協定書

(案)」という。） 

(5) 大阪・夢洲地区特定複合観光施設設置運営事業事業用定期借地権設定契約書(案)（以

下「事業用定期借地権設定契約書(案)」という。） 

(6) 大阪・夢洲地区特定複合観光施設設置運営事業事業条件書（以下「事業条件書」と

いう。） 

(7) 大阪・夢洲地区特定複合観光施設設置運営事業モニタリング基本計画(案)（以下「モ

ニタリング基本計画(案)」という。） 

(8) 関連資料集 

(9) 大阪・夢洲地区特定複合観光施設設置運営事業設置運営事業予定者選定基準（以下

「設置運営事業予定者選定基準」という。） 

(10)大阪・夢洲地区特定複合観光施設設置運営事業様式集及び記載要領（以下「様式集

及び記載要領」という。） 

(11)参考資料集 

 

６． 本事業の実施に当たり想定される根拠法令等 

本事業の実施に当たっては、関係法令等を遵守するとともに、関係する上位計画等を踏ま

えること。 

なお、本事業の実施に関して、特に留意すべき法令、条例、要綱・基準及び上位計画等は

次のとおりである。 

 

(1) 法令 

a. ＩＲ関係 

(a) 特定複合観光施設区域整備法（平成30年法律第80号） 

(b) ギャンブル等依存症対策基本法（平成30年法律第74号） 

b. 土地利用・建築関係 

(a) 都市計画法（昭和43年法律第100号） 

(b) 建築基準法（昭和25年法律第201号） 

(c) 駐車場法（昭和32年法律第106号） 

(d) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成18年法律第91号） 
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(e) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号） 

(f) 自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐車対策の総合的推進に関する法律（昭

和55年法律第87号） 

(g) 大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号） 

(h) 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和45年法律第20号） 

(i) 景観法（平成16年法律第110号） 

(j) 消防法（昭和23年法律第186号） 

(k) 火薬類取締法（昭和25年法律第149号） 

(l) 高圧ガス保安法（昭和26年法律第204号） 

(m) 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（昭和42年法律第149

号） 

(n) 航空法（昭和27年法律第231号） 

(o) 港湾法（昭和25年法律第218号） 

(p) 水道法（昭和32年法律第177号） 

(q) 下水道法（昭和33年法律第79号） 

(r) 工業用水道事業法（昭和33年法律第84号） 

(s) 浄化槽法（昭和58年法律第43号） 

(t) 水質汚濁防止法（昭和45年法律第138号） 

(u) 瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和48年法律第110号） 

(v) ガス事業法（昭和29年法律第51号） 

(w) 屋外広告物法（昭和24年法律第189号） 

(x) 道路法（昭和27年法律第180号） 

(y) 道路交通法（昭和35年法律第105号） 

(z) 電気事業法（昭和39年法律第170号） 

(aa) 電波法（昭和25年法律第131号） 

(bb) 公有水面埋立法（大正10年法律第57号） 

(cc) 温泉法（昭和23年法律第125号） 

(dd) 公衆浴場法（昭和23年法律第139号） 

c. 環境関係 

(a) 大気汚染防止法（昭和43年法律第97号） 

(b) 土壌汚染対策法（平成14年法律第53号） 

(c) 環境基本法（平成５年法律第91号） 

(d) 自然環境保全法（昭和47年法律第85号） 

(e) 騒音規制法（昭和43年法律第98号） 

(f) 振動規制法（昭和51年法律第64号） 

(g) エネルギーの使用の合理化に関する法律（昭和54年法律第49号） 

d. 建設工事関係 

(a) 建設業法（昭和24年法律第100号） 

(b) 資源の有効な利用の促進に関する法律（平成３年法律第48号） 

(c) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成12年法律第104号） 

(d) 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号） 

(e) 測量法（昭和24年法律第188号） 

e. その他 

(a) 地方自治法（昭和22年法律第67号） 

(b) 健康増進法（平成14年法律第103号） 
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(c) 個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号） 

(d) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号） 

(e) 犯罪による収益の移転防止に関する法律（平成19年法律第22号） 

 

(2) 条例 

a. 大阪市建築基準法施行条例（平成12年大阪市条例第62号） 

b. 大阪府建築基準法施行条例（昭和46年大阪府条例第４号） 

c. 大阪市工業保全地区内における建築物の制限に関する条例（平成22年大阪市条例第51

号） 

d. 大阪市建築物の環境配慮に関する条例（平成24年大阪市条例第10号） 

e. 建築物における駐車施設の附置等に関する条例（昭和39年大阪市条例第93号） 

f. 大阪市自転車駐車場の附置等に関する条例（平成22年大阪市条例第４号） 

g. 大阪市火災予防条例（昭和37年大阪市条例第14号） 

h. 大阪市廃棄物の減量推進及び適正処理並びに生活環境の清潔保持に関する条例（平成

５年大阪市条例第４号） 

i. 大阪市都市景観条例（平成10年大阪市条例第50号） 

j. 大阪市屋外広告物条例（昭和31年大阪市条例39号） 

k. 大阪市港湾施設条例（昭和39年大阪市条例第76号） 

l. 大阪市環境基本条例（平成７年大阪市条例第24号） 

m. 大阪市環境影響評価条例（平成10年大阪市条例第29号） 

n. 大阪府個人情報保護条例（平成８年大阪府条例第２号） 

o. 大阪市個人情報保護条例（平成７年大阪市条例第11号） 

p. 大阪府暴力団排除条例（平成22年大阪府条例第58号） 

q. 大阪市暴力団排除条例（平成23年大阪市条例第10号） 

 

(3) 要綱・基準 

a. 大阪市ひとにやさしいまちづくり整備要綱（令和元年大阪市福祉局） 

b. 都市計画法に基づく開発許可制度に係る審査基準（平成31年大阪市都市計画局） 

c. 大規模建築物の建設計画の事前協議に関する取扱要領（平成 30年大阪市都市計画

局） 

d. 大規模建築物の建設計画の事前協議に関する取扱要領実施基準（平成 31年大阪市都

市計画局） 

e. 道路の上空に設ける通路の許可取扱要綱（平成 25年大阪市都市計画局） 

f. 立体道路制度等に係る建築物の認定取扱要綱（平成 27年大阪市都市計画局） 

g. 一の敷地とみなすこと等による制限の緩和に関する認定取扱要綱（平成 25年大阪市

都市計画局） 

h. 一般廃棄物及び再生利用対象物保管施設の設置に関する要綱（令和元年大阪市環境

局） 

i. 防火基準適合表示制度運用要綱（平成26年大阪市消防局） 

 

(4) 上位計画等 

a. 夢洲・ＩＲ関連 

(a) 大阪ＩＲ基本構想（2019年 12月 大阪府・市） 

http://www.pref.osaka.lg.jp/irs-kikaku/kousou/index.html 

(b) 夢洲まちづくり構想（2017年８月 夢洲まちづくり構想検討会） 

http://www.pref.osaka.lg.jp/irs-kikaku/kousou/index.html
http://www.pref.osaka.lg.jp/irs-kikaku/kousou/index.html
http://www.pref.osaka.lg.jp/irs-kikaku/kousou/index.html
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https://www.city.osaka.lg.jp/toshikeikaku/page/0000409034.html 

b. その他 

(a) グランドデザイン・大阪（2012年６月 大阪府・市） 

http://www.pref.osaka.lg.jp/daitoshimachi/granddesign/ 

(b) 大阪の成長戦略（2018年３月改訂版 大阪府・市） 

http://www.pref.osaka.lg.jp/kikaku/seichosenryaku/ 

(c) 大阪都市魅力創造戦略 2020（2016年 11月 大阪府・市） 

http://www.pref.osaka.lg.jp/toshimiryoku/toshimiryokusen/index.html 

(d) 大阪におけるＭＩＣＥ推進方針（2017年３月 大阪 MICE推進委員会準備会） 

http://www.pref.osaka.lg.jp/kanko/cb/index.html 

 

７． 本事業の範囲 

設置運営事業者は、ＩＲ整備法第２条第３項に定める設置運営事業を自らの責任と費用負

担により実施する。なお、設置運営事業者は、事業期間中（第 2-8.-(1)に規定する事業期間

をいう。第 2-8.-(2)の規定により事業期間が延長された場合は当該延長期間を含む。以下同

じ。）、本事業に係る業務のうち、国の定めるＩＲ整備法、関係政省令及び基本方針並びにカ

ジノ管理委員会が定めるカジノ管理委員会規則等（以下「ＩＲ関係法令等」という。）により

第三者への委託又は請負が禁止されていない業務については、ＩＲ関係法令等及び実施協定

に定める所定の手続きを経た上で、第三者に委託し又は請け負わせることができる。 

応募者は、本公募に当たって、第３乃至第７に示す事項及び基準・要件等に従い、自らが

実施する事業及び取組み等の実施内容を提案しなければならない。また、応募者は、上位計

画等、特に「大阪ＩＲ基本構想」に基づき、これをより具体化する視点で提案を行う必要が

ある。 

大阪府は、設置運営事業予定者として選定された応募者が提案した内容を踏まえて、実施

協定及び区域整備計画等に設置運営事業者の実施義務を定めることとする。 

なお、本事業を行う上で設置運営事業者が遵守すべき制限・手続きを含め、本事業におけ

る詳細な実施条件については、第３乃至第７に記載するほか、事業条件書、実施協定書（案）、

立地協定書（案）、事業用定期借地権設定契約書(案)、モニタリング基本計画（案）及び関連

資料集（以下、これらを総称して「事業条件書等」という。）を参照のこと。 

 

８． 事業期間 

 

(1) 本事業の事業期間 

本事業を実施する期間（以下「事業期間」という。）は、実施協定の発効日から、ＩＲ

整備法第９条第 11 項に基づく区域整備計画の認定日の 35 年後の応当日の前日まで（(2)

の規定により事業期間が延長された場合は当該延長期間の終了日まで）とする。 

 

(2) 事業期間の延長 

設置運営事業者は、事業期間の満了に当たって事業期間の延長を申し出ることができ、

大阪府・市及び設置運営事業者は、設置運営事業の継続が大阪・関西の持続的な経済成長

及び国際観光拠点の強化に寄与するか等の観点から、設置運営事業の継続を前提に、延長

期間及び条件等（事業期間の延長後の投資計画を含む。）について協議を行うものとする。 

なお、事業期間の延長期間は原則として 30 年間とするが、大阪府・市及び設置運営事

業者の合意により、これを伸縮することができる。 

 

https://www.city.osaka.lg.jp/toshikeikaku/page/0000409034.html
https://www.city.osaka.lg.jp/toshikeikaku/page/0000409034.html
http://www.pref.osaka.lg.jp/daitoshimachi/granddesign/
http://www.pref.osaka.lg.jp/daitoshimachi/granddesign/
http://www.pref.osaka.lg.jp/kikaku/seichosenryaku/
http://www.pref.osaka.lg.jp/kikaku/seichosenryaku/
http://www.pref.osaka.lg.jp/toshimiryoku/toshimiryokusen/index.html
http://www.pref.osaka.lg.jp/toshimiryoku/toshimiryokusen/index.html
http://www.pref.osaka.lg.jp/kanko/cb/index.html
http://www.pref.osaka.lg.jp/kanko/cb/index.html
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９． 事業方式 

本事業の基本的な枠組みは、以下のとおりである。 

なお、大阪府及び大阪市では 2019 年２月 28 日付けで府・市基本協定を締結し、ＩＲ区域

の整備を大阪府・市は相互に連携・協力の上、共同して取り組むこと、また、区域整備計画

の認定申請は大阪府が行うことを定めている。 

 

(1) 本事業は、ＩＲ整備法第２条第３項に基づく設置運営事業として実施するものであり、同

法第 15 条第２項に定めるカジノ施設の設置及び運営に伴う有害な影響の排除を適切に行

うため国及び大阪府が実施する施策への協力並びに、同条第３項のカジノ収益を活用した

ＩＲ施設の整備その他設置運営事業の事業内容の向上及び大阪府が実施する同法第９条

第 11 項の認定を受けた区域整備計画（以下「認定区域整備計画」という。）に関する施

策への協力を含むものである（なお、同法第２条第５項に定める施設供用事業については、

大阪府・市として認めない。）。 

 

(2) 大阪府・市は、国が定める基本方針に即して実施方針を定めた後、区域整備計画を共同し

て作成し国の認定を申請する設置運営事業予定者を公募の方法により選定し、本事業を円

滑に開始するために大阪府、大阪市及び設置運営事業予定者が負うべき責務及び必要な諸

手続き等を定めた基本協定（以下「基本協定」という。）を設置運営事業予定者との間で

締結する。なお、大阪府・市は、ＩＲ区域の整備の内容を優れたものとするとともに、Ｉ

Ｒ区域の整備による効果を早期に実現させる観点から、国が作成した基本方針(案)に即し

て、基本方針が公表される前から実施方針(案)の作成並びにこれに基づく設置運営事業予

定者の公募及び選定のための手続き等を開始するが、国の基本方針が公表された後に、そ

れまでに進めている手続き等の内容が基本方針に即したものとなっていることを十分に

確認するとともに、必要に応じて、実施方針(案)の修正やそれに応じた民間事業者の提案

内容の修正機会の確保を行った上で、実施方針の策定や設置運営事業予定者の公募及び選

定のための手続きを完了するものとする。 

 

(3) 大阪府・市は、設置運営事業予定者と共同して、区域整備計画を作成し、及び国への認定

申請を行う。また、設置運営事業予定者は、専ら本事業のみを行う会社法（平成 17 年法

律第 86号）に規定する会社3を設立する。 

 

(4) 国の区域整備計画の認定を受けた後、設置運営事業者は、実施協定の締結について大阪府

と共同して国土交通大臣に対して、ＩＲ整備法第 13 条第２項の認可申請を行い、当該認

可が得られた場合、速やかに、大阪府との間で実施協定を締結する。また、これに併せて、

大阪府、大阪市及び設置運営事業者の間で、本事業の遂行に当たって大阪府、大阪市及び

設置運営事業者で確認すべき事項を定めるための協定（以下「立地協定」という。）を締

結する。また、大阪市と設置運営事業者の間で、本事業におけるＩＲ区域を整備しようと

する区域（以下「ＩＲ予定区域」という。第 3-1.参照のこと。）について借地借家法第 23

条に基づく事業用定期借地権設定契約（以下「事業用定期借地権設定契約」という。）を

締結する。 

 

                                                   
3 応募者が提案し、大阪府・市が認めた場合には、株式会社以外の会社形態とすることも可能である。（第 12-2.参照のこと。） 
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(5) 設置運営事業者は、自らの責任と負担により、必要となる許認可等を取得するとともに、

認定区域整備計画並びに実施協定、立地協定及び事業用定期借地権設定契約（以下「実施

協定等」と総称する。）に従い本事業を実施する。 

 

(6) 大阪府・市及び設置運営事業者は、認定区域整備計画の更新に当たり、相互に協力し共同

して更新後の区域整備計画の作成及び国土交通大臣への更新の認定の申請を行うととも

に、かかる更新に必要な手続きを行う。 

 

１０． 本事業における費用負担 

 

(1) 本事業の費用 

設置運営事業者は、本事業の実施に必要となる費用のすべて（区域整備計画の作成（大

阪府・市が実施する施策及び措置に関する部分を除く。）及び各種許認可等の申請に要す

る費用等並びに、本事業を開始するまでに要する費用を含む。）を自ら負担する。 

 

(2) 大阪市有地の使用に係る費用 

設置運営事業者は、本事業の実施に必要となる大阪市有地の使用に当たり、大阪市と事

業用定期借地権設定契約の締結等必要な手続きを行った上で、事業用定期借地権設定契約

に定めるところに従い賃料等を大阪市に対して支払う。（第 3-4.参照） 

 

(3) 大阪市が実施するインフラ整備に要する費用 

設置運営事業者は、日本型ＩＲ及び大阪ＩＲの目的を実現するため 、第 7-6.に記載の

ＩＲ区域の周辺地域の開発及び整備並びに交通環境の改善等に関して大阪府・市が実施す

る施策及び措置に主体的に協力することを約し、その一つとして、大阪市が実施を予定し

ている夢洲地区への訪問者の増加等に対応するために行うインフラ整備に要する費用の

一部として 202億 5,000万円を負担し、基本協定及び実施協定に定めるところに従い、こ

れを大阪市に対して支払う。 

 

(4) 大阪府・市が民間事業者の公募及び選定に要した費用 

設置運営事業予定者は、本事業のために大阪府・市が設置運営事業予定者の選定等にか

かり要した費用を負担する。 

当該費用負担の額は、平成 30年（2018年）３月 29日付けで大阪府が締結した「大阪Ｉ

Ｒ（統合型リゾート）の事業化に関するアドバイザリー業務」（以下「アドバイザリー業

務」という。）に係る費用（契約金額：377,193,845円（税込）4）のうち、設置運営事業

予定者の選定及び設置運営事業予定者との契約手続き等に密接に関連する費用に相当す

る金額（134,974,620円（税込）5）から、第 13-2.に規定する受領済みの審査料を差し引

いた金額とし、設置運営事業予定者は、基本協定に定めるところに従い、これを大阪府に

対して支払う。 

 

(5) 大阪府・市が環境アセスメントに係る現況調査の実施に要した費用 

設置運営事業予定者は、本事業のために大阪府・市が実施する環境アセスメントに係る

現況調査に要した費用を負担する。 

                                                   
4アドバイザリー業務の契約金額を記載しているが、設置運営事業予定者の負担額は当該業務の最終精算額（契約変更があった

場合は変更後の契約金額）に基づき算出するものとする。 
5 同上 
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当該費用負担の額は、令和元年（2019年）11月 14日付けで大阪府が締結した「夢洲地

区環境影響評価にかかる現況調査業務」に係る費用（契約金額：56,381,600円（税込）6）

とし、設置運営事業予定者は、基本協定に定めるところに従い、これを大阪府に対して支

払う。 

 

１１． 履行保証金等 

 

(1) 基本協定に基づく履行保証金等 

設置運営事業予定者は、基本協定に定めるところに従い、基本協定の締結までに、基本

協定に基づき設置運営事業予定者が負う債務の履行を担保するための履行保証金を大阪

府に預託するものとする。 

また、設置運営事業予定者が基本協定上の義務を履行する上での財務的基盤を十分に有

していないと認められる場合7は、基本協定に定めるところに従い、本事業を実施する上

での財務的基盤を十分に有している者として大阪府が認めた者が、当該設置運営事業予定

者が大阪府に対して負う債務について、連帯して保証しなければならない。 

 

(2) 実施協定に基づく履行保証金 

設置運営事業者は、実施協定に定めるところに従い、実施協定の締結までに、実施協定

に基づき設置運営事業者が負う債務の履行を担保するための履行保証金を大阪府に預託

するものとする。 

但し、設置運営事業予定者として(1)に定める保証金を支払っており、かつ、実施協定

締結時にこれが没収又は返還されていない場合、設置運営事業者による履行保証金の預託

があったものとみなす。 

 

１２． 親会社等による保証 

設置運営事業者の議決権株式の３分の１以上の割当てを受ける株主又はその親会社（但し、

本事業を実施する上での財務的基盤を十分に有している者として大阪府が認めた者に限る。）

は、実施協定に定めるところに従い、ＩＲ施設の開業までの間、設置運営事業者が大阪府に

対して負う債務について、連帯して保証する。 

 

１３． 計画及び報告 

 

(1) 毎年度の事業計画 

設置運営事業者は、実施協定に定めるところに従い、毎事業年度の開始までに、ＩＲ整

備法第 16条第１項及び第２項の規定に基づく事業計画を作成し、大阪府に提出する。 

  

                                                   
6 本募集要項では、夢洲地区環境影響評価に係る現況調査業務の契約金額を記載しているが、設置運営事業予定者の負担額は

当該業務の最終精算額（契約変更があった場合は変更後の契約金額）に基づき算出するものとする。 
7 SPC(第 12-2.に定める SPCをいう。以下同じ。)又は議決権株式の割当てを受けることを予定している株主の子会社が基本協

定の締結主体となる場合が想定される。 
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(2) 報告 

設置運営事業者は、実施協定に定めるところに従い、ＩＲ整備法第 28 条第４項及び国

土交通省令の規定に基づく報告書、ＩＲ整備法第 28 条第 11 項、第 12 項及び国土交通省

令の規定に基づく報告書並びに毎事業年度の事業実施状況の報告書等を作成し、大阪府に

提出する。 

 

１４． 事業期間終了時の取扱い 

大阪府・市は、事業期間（第 2-8.-(2)の規定により事業期間が延長された場合は当該延長

期間を含む。以下同じ。）が終了する場合には、事業承継又は再公募等により設置運営事業の

継続が図られるよう努力するものとし、設置運営事業者はこれに協力する。 

また、ＩＲ区域整備及び設置運営事業の継続の有無にかかわらず、設置運営事業者が所有

する資産については、施設の耐用年数等を勘案し、有効活用（第三者への譲渡及び設置運営

事業者によるカジノ施設を除く一般商業施設としての事業実施を含むがそれらに限らない。）

が可能な場合は、これが図られるよう、大阪府・市及び設置運営事業者において誠実に協議

するものとする。なお、大阪府は、必要に応じて、国土交通大臣への区域整備計画の認定の変

更等必要な手続きを行う。 

有効活用が行われない場合は、設置運営事業者は既存施設（大阪府・市が残置を認めたも

のを除く。）を解体・撤去し、第 3-4.に示す事業用地を原状回復のうえ大阪市に返還する。 
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第３ 特定複合観光施設区域を整備しようとする区域の位置及び規模に関する事項 

 

１． ＩＲ予定区域の位置及び規模等 

ＩＲ予定区域は、敷地Ａ及びＢから構成される一団の土地の区域をいうものとし、その位

置、規模及び土地の概要は図表１乃至３に示すとおりである。 

但し、敷地Ａ及びＢは、設置運営事業者において、立体横断施設の整備等により敷地利用

上の一体性及び連続性を確保することが必要である。 

 

【図表１ ＩＲ予定区域の位置（広域図）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表２ ＩＲ予定区域の位置（周辺図）】 
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【図表３ ＩＲ予定区域の土地の概要】 

項目 概要 

土
地
の
概
要 

所在地 大阪府大阪市此花区夢洲中１丁目の一部ほか 

所有者 大阪市 

ＩＲ予定区域を構成

する土地の面積 

合計面積：約 49万㎡8 

（敷地Ａ：約 39万㎡、敷地Ｂ：約 10万㎡） 

形状 別紙２のとおり 

（
都
市
計
画
等
） 

法
令
等
に
基
づ
く
制
限 

 

都市計画区域 市街化区域 

用途地域 商業地域 

建ぺい率 80％ 

容積率 400％ 

高度指定 無 

防火地域 準防火地域 

特別用途地区 国際観光地区 

下水道 排水区域内 

 

２． 設置運営事業者による臨港緑地の整備・管理について 

設置運営事業者は、図表２及び４に示すＩＲ予定区域北側の臨港緑地（敷地Ｃ：約 2.6 万

㎡）についても、自らＩＲ予定区域と一体で整備・管理する提案を行うことができる。 

なお、設置運営事業者が提案により臨港緑地（敷地Ｃ）を整備・管理する場合の条件につい

ては、事業条件書を参照のこと。 

 

【図表４ 臨港緑地の土地の概要】 

項目 概要 

土
地
の
概
要 

所在地 大阪府大阪市此花区夢洲中１丁目の一部ほか 

所有者 大阪市 

臨港緑地の面積 敷地Ｃ：約 2.6万㎡9 

形状 別紙２のとおり 

（
都
市
計
画
等
） 

法
令
等
に
基
づ
く
制
限 

 

都市計画区域 市街化区域 （地先公有水面は、市街化調整区域） 

用途地域 商業地域 

建ぺい率 80％ 

容積率 400％ 

高度指定 無 

防火地域 準防火地域 

特別用途地区 国際観光地区 

下水道 排水区域内 

  

                                                   
8 面積は概数（測量中）であり変動することがある。（詳細は事業条件書を参照のこと。） 
9 同上 
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３． ＩＲ区域の拡張予定地について 

図表２に示す敷地Ｄ（約９万㎡）10は、当初の区域整備計画における整備対象範囲とはしな

いが、将来的に、ＩＲ区域を拡張整備するための予定地（以下「ＩＲ区域拡張予定地」とい

う。）として位置付ける。（将来的な拡張整備の考え方は、第 4-4.-(2)及び事業条件書等を参

照のこと。） 

 

４． 事業用地の権利関係及びその使用について 

大阪市は、自らが所有するＩＲ予定区域の土地（図表２及び３に示す敷地Ａ及びＢをいう。

以下同じ。）及び臨港緑地（図表２及び４に示す敷地Ｃをいう。但し、応募者がＩＲ予定区域

と一体で整備・管理することを提案した範囲に限る。）について、本事業の用に供するため、

事業条件書等に示す方法及び条件で設置運営事業者に対して貸し付ける等し、事業期間中、

設置運営事業者が使用できるようにする。 

なお、ＩＲ予定区域の土地（敷地Ａ及びＢ）について、大阪市は、借地借家法第 23条に基

づく事業用定期借地権設定契約を締結し、以下に示す条件により設置運営事業者に貸し付け

るものとし、契約条件の詳細は、事業用定期借地権設定契約書(案)を参照のこと。 

 

(1) 契約方法 

a. 大阪市と設置運営事業者との間で、公正証書による事業用定期借地権設定契約を締結

する。 

b. 公正証書の作成に必要な一切の費用は設置運営事業者の負担とする。 

 

(2) 借地面積 

約 49万㎡（敷地Ａ：約 39万㎡、敷地Ｂ：約 10万㎡） 

※面積詳細は、事業条件書等を参照のこと。 

 

(3) 存続期間 

a. 土地の引渡日からＩＲ整備法第９条第 11 項に基づく区域整備計画の認定日の 35 年後

の応当日の前日までとする。 

b. 第 2-8.-(2)により事業期間が延長された場合、大阪市は、設置運営事業者との間で、

当該延長された期間と同じ期間を賃貸借期間とする新たな賃貸借契約を締結する。 

 

(4) 賃料等 

a. 賃料については、428円/㎡・月額とし、支払い方法は毎年払いとする。 

b. aに掲げる賃料を算出した土地価格時点（2019年 10月 31日）から基本協定の締結ま

で１年以上経過する場合又は社会経済情勢の急激かつ著しい変動が生じた場合には、

事業用定期借地権設定契約に定める賃料について、基本協定の締結時において、時点

修正等の補正を行うことがある。 

 

(5) 保証金等 

設置運営事業者は、事業用定期借地権設定契約に定めるところに従い、事業用定期借地

権設定契約に基づき設置運営事業者が負う義務の履行を担保するための保証金として、賃

料６ヶ月分相当額の契約保証金を大阪市に預託するとともに、設置運営事業者の議決権株

                                                   
10 範囲・面積等の詳細は事業条件書を参照のこと。 
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式の３分の１以上の割当てを受ける株主又はその親会社（但し、本事業を実施する上での

財務的基盤を十分に有している者として大阪市が認めた者に限る。）を連帯保証人として

設定するものとする。 

但し、設置運営事業者が、賃料６ヶ月分相当額の契約保証金に加えて、賃料５年分相当

額の履行保証金を大阪市に提供したとき又は、以下の要件を満たす民事執行規則第 10 条

に該当する担保（金融機関の保証等）を提供したときは、これを連帯保証人に替えること

ができる。 

① 保証金額は賃料５年分相当額とすること。 

② 保証人となる金融機関は、保証書を発行する時点の金融庁長官に登録された信用格付

業者の信用格付が、A-又は A3以上であること。 

③ 保証書は日本国法準拠、大阪地方裁判所を第一審の専属管轄裁判所とする。 

④ 事業用定期借地権設定契約の存続期間中にわたり、有効な状態を維持すること。 

⑤ 保証書に円滑な担保実行を阻害する期限や条件が定められていないこと。 

 

(6) 土地引渡しの時期 

土地引渡しの時期は、現段階では、2022年春頃を想定しているが、国における区域整備

計画の認定時期や応募者が提案する事業スケジュール等を踏まえ、設置運営事業予定者の

決定後、大阪府・市及び設置運営事業予定者が協議の上定めるものとする。 

なお、土地の引渡しは、区域整備計画の認定及び実施協定の締結が完了していることが

前提となる。 
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第４ 特定複合観光施設を構成する施設の種類、機能及び規模に関する事項並びに設置運営事業

等に関する事項 

 

１． ＩＲ施設の設置及び運営等に関する事項 

設置運営事業者は、ＩＲ関係法令等に従うほか、以下に掲げる基準・要件等を充足の上、

自らの創意工夫とノウハウを最大限活かして本事業を実施する。 

なお、以下に掲げる基準・要件等の詳細については、事業条件書等を参照のこと。 

 

(1) ＩＲ整備法に定めるＩＲ施設 

ＩＲ整備法第２条第１項において、ＩＲ施設とは、カジノ施設、国際会議場施設、展示

等施設、魅力増進施設、送客施設及び宿泊施設（以下、これらを総称して「中核施設」と

いう。）から構成される一群の施設（これらと一体的に設置され、及び運営される「来訪及

び滞在寄与施設」を含む。）であって、民間事業者により一体として設置され、及び運営さ

れるものをいうと定められている。 

ＩＲ施設に関して、本募集要項で使用する用語とＩＲ整備法上の位置づけとの関係は図

表５のとおりである。 

 

【図表５ 特定複合観光施設（ＩＲ施設）】 

本募集要項で使用する用語 ＩＲ整備法上の位置づけ 

ＭＩＣＥ施設 国際会議場施設 第２条第１項第１号 

展示等施設 第２条第１項第２号 

魅力増進施設 第２条第１項第３号 

送客施設 第２条第１項第４号 

宿泊施設 第２条第１項第５号 

来訪及び滞在寄与施設 第２条第１項第６号 

カジノ施設 第２条第 10項 

※ ＭＩＣＥ施設は、ＩＲ整備法第２条第１項第１号に定める「国際会議場施設」及び

同項第２号に定める「展示等施設」を総称する場合の用語とする。 

 

(2) 中核施設の設置及び運営 

設置運営事業者は、ＩＲ関係法令等に定めるもののほか、以下の基準・要件を充足の上、

中核施設の設置及び運営を行う。 

a. ＭＩＣＥ施設（国際会議場施設及び展示等施設） 

(a) 世界水準の競争力を備えたオールインワンＭＩＣＥ拠点の形成を図り、新たな国

際会議・展示会ビジネスの誘致・展開と世界中からのビジネス客の来訪を促進し、

大阪・関西全体の経済活性化と都市魅力の向上につなげる。 

(b) 各国との首脳級会合、閣僚級会合などの重要な国際会議等の高度な需要に十分に

対応できる機能を有し、施設の使い勝手が良く、上質で洗練された内装であり、

水準の高い飲食サービスが提供されるなど、国際競争力の高い優れたクオリティ

を有すること。 

(c) 国際会議場施設 

最大国際会議室は【6,000】人以上が収容可能なものとし、併せて、これと同数

以上が収容可能な中小会議室群を設ける。 
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(d) 展示等施設 

展示面積として【10万】㎡以上を確保する。 

(e) 国際会議場施設及び展示等施設ともに、国際競争力の確保や多様な催事の開催を

可能とするため、フレキシブルなレイアウトが可能な施設設計、適切な利用者動

線・搬出入動線の確保、高利便な付帯設備・機能の導入、夢洲の立地やオールイ

ンワンＭＩＣＥ拠点の特徴を活かした付加価値の高いサービス提供（バンケット、

ユニークベニュー、インセンティブツアー等）の工夫を行う。 

(f) 安定的かつ継続的な施設運営が可能となる体制を構築するとともに、産業振興・

ビジネス創出・経済波及等の効果が高いと見込まれる、大規模或いは外国人ビジ

ネス客の来訪につながる国際会議・展示会・イベントを積極的に誘致・開催する。 

(g) 大阪・関西が強みを有する産業・研究などをテーマとした国際会議や大規模展示

会等の誘致に積極的に取り組む。 

(h) 大阪ＭＩＣＥ推進委員会準備会が策定した「大阪におけるＭＩＣＥ推進方針」を

踏まえ運営方針を定める。また、大阪府・市、経済界及び大阪観光局等が一体と

なったオール大阪での誘致体制に協力・連携して取り組む。 

b. 魅力増進施設 

(a) 伝統、文化及び芸術などの日本の観光魅力について、効果的な手法により、幅広

く世界に向けて発信する施設を整備する。また、エンターテイメント性を高める

工夫や最先端技術の活用等により、恒常的な集客力確保に向けた工夫を行う。 

(b) コンテンツの磨き上げや発信手法の工夫などにより、既存コンテンツの発展や新

たなコンテンツの創造に取り組む。 

c. 送客施設 

(a) 日本各地の豊かな自然や地域の歴史、魅力的なスポットなどの観光情報を、最先

端技術なども活用して臨場感あふれる形で発信する施設を整備する。また、日本

各地へのツアーを企画・提案するとともに、予約・決済など必要なサービスをワ

ンストップで手配する機能を持たせることにより、大阪・関西・西日本をはじめ

日本各地に送客を行い、日本観光のゲートウェイ形成をめざす。 

(b) ウェルネス、フード及びスポーツなど大阪・関西の強みを活かしたニューツーリ

ズムの創出に向けた工夫を行う。 

(c) 観光情報の発信や各地へのツアーを企画するに当たっては、大阪観光局をはじめ

各地の自治体やＤＭＯ等との連携を図る。 

d. 宿泊施設 

(a) 【3,000】室以上の様々なタイプの客室を提供し、ビジネス客、ファミリー層、富

裕層及び長期滞在者など、国内外からの多様な来訪者ニーズに対応できる宿泊施

設を整備する。 

(b) レストランなどの飲食サービスやその他付帯サービスのラインナップやクオリテ

ィが、国際競争力の高い優れたものであること。 

(c) オーシャンフロントの立地・眺望や日本の四季・趣などの日本らしさを活かした

非日常を感じられる滞在環境の工夫と高品質なサービスの提供などにより、独自

性とブランド価値の高い滞在環境を創出するとともに、ＩＲ全体の魅力向上・集

客と滞在長期化をより一層促進する。 

e. カジノ施設 

(a) ＩＲ関係法令等に従い、適切に設置及び運営する。 
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(b) カジノ施設の設置及び運営に伴う有害な影響の排除を適切に行うため必要な措置

（以下「懸念事項対策」という。）については、「２．懸念事項対策に関する事項」

に従い実施する。 

 

(3) 中核施設以外の施設の設置及び運営 

設置運営事業者は、国内外からの観光旅客の来訪及び滞在の促進に寄与する施設（来訪

及び滞在寄与施設）として、以下に掲げるもののほか、自ら必要と考える施設を中核施設

と一体的に設置及び運営する。 

a. 国際競争力を有するリゾート形成 

(a) オーシャンフロントの立地・眺望、水とみどりを適切に配置したアメニティの高

いオープンスペース、広大な土地を活かしたゆとりある施設配置及びアイコニッ

クなデザインの建築物等により、大阪の新たなランドマークとなり世界中の人が

訪れたくなる、独創的で非日常を感じられる都市空間・都市景観の形成を図る。 

(b) 新たに整備する鉄道駅の駅前に、夢洲の玄関口に相応しいシンボル性の高い「駅

前広場（エントランス広場）」を整備する。 

(c) 一定規模の「にぎわい空間・オープンスペース」を配置し、屋外空間においても

気軽にエンターテイメントを楽しめるなど、国際観光拠点にふさわしいにぎわい

を創出する。 

b. エンターテイメント拠点の形成 

ビジネス客からファミリー層まであらゆる人が楽しめ、大阪ＩＲの象徴となるよう

な多彩なエンターテイメント施設・機能を導入し、ナイトライフの活性化を含む国際

的なエンターテイメント拠点の形成をめざす。 

c. 交通アクセス拠点の形成 

(a) 設置運営事業者は、ＩＲ区域北側の水際線を活用し、海上アクセス拠点（係留施

設等）を整備・運営する提案を行うことが可能であり、自ら又は大阪市等が整備

する海上アクセス拠点を活用して、海上交通ネットワークの形成に努める。 

(b) 夢洲及びＩＲ施設へのアクセス強化と送客施設の機能拡充の観点から、ＩＲ区域

内にバスアクセス拠点を整備し、バス交通ネットワークの形成を図る。 

d. 質の高い飲食・物販・サービス等の提供 

(a) 飲食・物販施設やサービス施設など、観光旅客の来訪及び滞在促進に寄与する施

設を導入する。 

(b) 質の高い施設及びサービスを提供するとともに、中核施設の機能を高め、滞在中

の空間的・時間的つなぎとなることで、ＩＲ全体の快適性や満足度を高め、滞在

の長期化を促す工夫を行う。 

 

(4) ＩＲの魅力・持続可能性を高める取組み 

設置運営事業者は、ＩＲ施設の設置・運営と一体で、以下に掲げるもののほか、自ら必

要と考える取組みを進め、本事業の更なる魅力向上や事業効果の最大化を図るとともに、

安定的・持続的な事業実施につなげる。 

a. 最先端技術の活用によるスマートなまちづくりに関する取組み 

再生可能エネルギーの利用などエネルギーシステムの構築によるエネルギーマネジ

メント、ICT等技術を活用したデータの利活用による来訪者の利便促進・観光施策の推

進、まちの魅力や都市力の向上及びにぎわい創出につながるエリアマネジメント等の

取組みを行い、安全安心で持続可能性の高いスマートなまちづくりの実現に努める。 

 



 

19 

b. 交通対策に関する取組み 

歩行者・自転車と自動車の動線分離、適正な駐車場計画、ＩＲ施設周辺道路の渋滞

対策及び交通マネジメントを適切に行い、夢洲及びその周辺地域における円滑かつ安

全な交通処理の実現に取り組む。 

c. 危機管理・防災対策に関する取組み 

夢洲の立地特性を考慮した事業継続計画（BCP）を策定し、危機管理体制の確立・運

用や災害時の避難対策・安全確保・帰宅困難者対策をはじめとした危機管理・防災対

策に適切に取り組む。 

d. 質の高い雇用及び人材確保・育成に関する取組み 

(a) 女性・シニア層をはじめとする多様な人材の活躍の場の拡大に向け、質の高い雇

用の創出や働きやすい雇用環境の確保に努める。 

(b) 教育機関との連携や従業員教育等を通じて、国内外の観光客が満足する質の高い

サービスの提供や、グローバルで高度な観光人材の育成・輩出に取り組む。 

(c) ＩＲ施設の開業に伴う大規模雇用に当たっては、計画的な雇用対策に取り組む。 

e. 地域経済の振興及び地域社会への貢献に関する取組み 

(a) 大阪・関西の持続的な成長に資するため、設置運営事業者は地域経済及び地域社

会の発展に向けた取組みを積極的に進める。また、設置運営事業者は、大阪府・

市及び経済界と連携してこれらに取り組むとともに、連携のための協議体が設け

られた場合にはこれに参画し、積極的な役割を果たす。 

(b) 多様な形で主体的に地域への貢献を果たすとともに、社会課題に対する支援・協

力に積極的に努める。 

f. 訪日外国人旅行者の受入環境整備に関する取組み 

案内表示や各種サービスの多言語対応（通訳要員の配置や災害時の対応を含む。）、

ピクトグラムの統一、無料公衆無線ＬＡＮ環境の整備及び多様な宗教・文化に配慮し

たサービス提供などに取り組み、訪日外国人旅行者がストレスなく快適に観光・滞在

を満喫できる環境整備を行う。 

 

２． 懸念事項対策に関する事項 

設置運営事業者は、ＩＲ関係法令等に従うほか、以下に掲げる基準・要件等を充足の上、

自らの創意工夫とノウハウを最大限活かして本事業を実施する。 

 

(1) ギャンブル依存症対策 

設置運営事業者は、懸念事項対策を適切に行うため必要な措置として、以下のとおり、

ギャンブル依存症対策を実施する。 

a. ＩＲ関係法令等及びギャンブル等依存症対策基本法等の関係法令の遵守 

b. 責任あるゲーミングに対する積極的な取組み 

c. 国及び大阪府・市と緊密に連携するとともに、国及び大阪府・市が実施する施策への

協力 

d. ギャンブル依存を防止するための、ＩＲ区域内での予防啓発、カジノ施設への厳格な

入場管理、本人申告による賭け金額等の上限設定、24時間・365日利用可能な相談体

制の整備、連携協力体制の整備、専門人材育成への協力、調査研究の推進への協力な

ど 

 

(2) 治安・地域風俗環境対策 

設置運営事業者は、カジノ施設の設置及び運営に伴う有害な影響の排除を適切に行うた
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めに必要な措置として、以下のとおり、良好な治安の確保及び善良な地域風俗環境の保持

に向けた万全の取組みを実施する。 

a. ＩＲ整備法等の関係法令の遵守 

b. 自主的な防犯対策及び自主警備の徹底、体制の整備 

c. 大阪府・市及び大阪府公安委員会との情報共有 

d. 大阪府・市及び大阪府公安委員会が実施する施策への協力 

e. 組織犯罪対策、暴力団等反社会的勢力対策、テロ対策、犯罪防止対策、地域風俗環境

対策及び青少年対策等について、万全な対策の実施 

 

３． 地域の合意形成に関する事項 

設置運営事業者及び設置運営事業予定者は、設置運営事業を長期的かつ安定的に継続でき

るよう、大阪府・市と密な連携・調整のもと、地域における合意形成に取り組むとともに、

大阪府・市が実施する地域の合意形成の取組みに積極的に協力するものとする。 

 

４． カジノ事業の収益の活用に関する事項 

 

(1) 再投資義務 

a. カジノ事業から得られる収益の活用については、応募者が提案した内容を踏まえて、

実施協定等に設置運営事業者の実施義務を定めるものとする。 

b. 設置運営事業者は、カジノ事業から得られる収益について、カジノ事業がＩＲ区域整

備の推進のため特別に認められるものであることに鑑み、ＩＲ整備法第 37 条第１項

の規定による国土交通大臣の評価の結果に基づき、ＩＲ施設の整備その他設置運営事

業の事業内容の向上及び大阪府・市が実施する認定区域整備計画に関する施策への協

力に充てるよう努めなければならない。 

c. また、設置運営事業者は、カジノ事業から得られる収益の活用に際しては、設置運営

事業の公益性の確保に当たり、必要な再投資を行うとともに、設置運営事業者の投資

余力と比べて十分な再投資を行うことに努めるものとする。 

 

(2) ＩＲ区域拡張予定地の開発 

a. 設置運営事業者は、カジノ事業から得られる収益を活用するとともに、民間の創意工

夫を活かして、ＩＲ区域拡張予定地（敷地Ｄ）を新たに開発し、大阪・関西の持続的

な経済成長及び国際観光拠点の強化につなげることを基本とする。 

b. 但し、ＩＲ区域拡張予定地の取扱いについては、鉄道（北ルート）の整備計画も踏ま

え、2029年度末までを目途に、大阪府・市及び設置運営事業者で協議の上、別途定め

るものとする。なお、詳細は事業条件書等を参照のこと。 

c. ＩＲ区域拡張予定地の開発に当たり、大阪府・市及び設置運営事業者はそれぞれ、区

域整備計画の認定の変更及びＩＲ区域拡張予定地に係る土地使用権の設定等必要とな

る手続きを行う。 
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５． 事業スケジュール 

事業スケジュールとしては、図表６のとおり想定している。 

ＩＲ施設の開業については、世界最高水準のＩＲ及び早期開業による速やかな事業効果の

発現が実現できるよう、公民連携して取り組むものとする。 

施設計画に応じた建設期間の設定、並びに万博（2025 年に開催が予定されている 2025 年

日本国際博覧会をいう。以下同じ。）及びインフラ工事等も含めた工事条件が必ずしも明確で

ないこと等に鑑み、応募者は、大阪府・市が本公募において提示した条件に基づき、現時点

で、応募者として可能と考える開業時期（全部開業、部分開業及び先行開業（一部施設の供

用）を含む。）について、全体の事業工程と合わせて提案すること。 

なお、2026年度末までの全部開業を前提としている限りにおいて、開業時期に関する提案

内容については評価の対象とはしない。 

また、当該スケジュールは、国における関係政省令及び規則等の制定時期や区域整備計画

の認定時期等を踏まえて、今後変更することがある。 

 

【図表６ 想定スケジュール】 

時期 項目 

令和元年（2019 年）12月～ 募集要項等の公表 

令和２年（2020 年）９月頃 設置運営事業予定者の選定 

令和２年（2020 年）10月頃 基本協定の締結 

令和２年（2020 年）10月～ 

令和３年（2021 年）１月頃 
区域整備計画の作成及び公聴会等の実施 

令和３年（2021 年）２～３月頃 大阪府議会・大阪市会の同意 

令和３年（2021 年）４月～ 区域整備計画の認定の申請・認定（国）※1 

令和４年（2022 年）春頃 
実施協定の締結・設置運営事業の開始 

土地引渡し・工事着工 ※2 

※1 国のスケジュールは想定。 

※2 時期は応募者の提案による。 
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第５ カジノ事業の収益を活用して地域の創意工夫及び民間の活力を生かした特定複合観光施設

区域の整備を推進することにより我が国において国際競争力の高い魅力ある滞在型観光を

実現するための施策及び措置に関する事項 

 

大阪における外国人旅行者数は、全国を上回る伸び率で増加しており、2018 年には 1,142万

人と訪日外国人の約４割が来阪するなど、政府の観光戦略の目標（2020 年：4,000 万人、2030

年：6,000万人）実現に向けて、大阪・関西がけん引役となることが期待される。 

今後、大阪・関西の新たな都市魅力となる大阪ＩＲの立地により、更なる集客効果が期待さ

れるところであるが、その効果を最大限に高めるため、大阪・関西が持つ様々な観光魅力と合

わせて一体的に情報発信を行うとともに、魅力増進施設や送客施設の機能を十分に発揮して、

その効果を日本各地に波及させることにより、大阪・関西のみならず、日本全体の外国人旅行

者数や旅行消費額の増加を図り、「観光先進国」日本の実現に寄与する。 

 

１． ＭＩＣＥ誘致のための施策及び措置 

大阪府・市、経済界及び大阪観光局等が一体となったオール大阪での誘致体制において、

マーケティング、シティセールス等、戦略的なＭＩＣＥ誘致に取り組み、大阪・関西が強み

を有する産業・研究などをテーマとした国際会議や大規模展示会等を積極的に誘致すること

により、観光振興や経済の活性化、都市魅力の向上を図り、大阪・関西の持続的な成長をめ

ざす。 

設置運営事業者は、上記のオール大阪での誘致体制に協力・連携して取り組むものとする。 

 

 

２． インバウンドの促進のための施策及び措置 

大阪ＩＲの立地を契機として、更なるインバウンドの促進を図るため、観光客の受け入れ

環境整備などを行うとともに、魅力あるコンテンツを持つ地域と連携し、世界を魅了する上

質な広域観光ルートを開発することにより、世界に向けて情報発信を行う。 

設置運営事業者は、大阪・関西がもつ文化・エンターテイメントなどのコンテンツや観光

魅力を最大限に活用した周遊促進に向け、大阪府・市及び大阪観光局等と協力・連携して取

り組むものとする。 
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第６ カジノ施設の設置及び運営に伴う有害な影響の排除を適切に行うために必要な施策及び措

置に関する事項 

 

ギャンブル依存症対策や治安・地域風俗環境対策等の懸念事項対策を確実に実施する上で

は、国、地方公共団体及び設置運営事業者等をはじめとする各関係者が、関係法令等に基づき

的確に各々の役割を果たすとともに、一体となって対策を講じることが必要である。 

大阪・夢洲におけるＩＲ区域整備の推進に当たって、大阪府・市及び設置運営事業者は、以

下のとおり、適切かつ確実に各々の役割を果たすとともに、国も含めて緊密な連携を図りなが

ら、海外の先進事例に学び、大阪の実状を踏まえた万全の対策を実行していく。 

 

１． ギャンブル等依存症対策 

大阪府・市では、国の取組みと連携しつつ、依存症対策のトップランナーをめざし、発症・

進行・再発の各段階に応じた、防止・回復のための対策について、世界の先進事例に加え、

大阪独自の対策をミックスした総合的かつシームレスな取組み（大阪モデル）を構築してい

く。 

また、ＩＲ整備法に基づく地方公共団体としての責務として、カジノ施設の設置及び運営

に伴う有害な影響の排除を適切に行うために必要な施策を策定・実施するとともに、国のギ

ャンブル等依存症対策推進基本計画を基本とし、大阪の実状を踏まえた大阪府ギャンブル等

依存症対策推進計画を策定し、有効な対策を着実に実施する。 

具体的に、大阪府・市、関係機関においては、以下のような取組みを実施する。 

a. 普及啓発、青少年向け予防教育の推進 

b. 相談支援体制の強化 

c. 治療体制の強化 

d. 回復支援体制の強化 

e. 地域支援ネットワークの強化 

f. ICT・AI技術を活用するなど先進的な依存症対策研究の推進 

g. 府域における実態の把握 など 

 

２． 治安・地域風俗環境対策 

大阪府・市及び大阪府公安委員会は、良好な治安の確保及び善良な地域風俗環境を保持す

るため、警察官の増員や夢洲における警察署等警察施設・交通安全施設の設置の検討を進

め、警察力の強化を図るとともに、地域防犯の推進を図る。 

また、ＩＲ整備法に基づく地方公共団体の責務として、カジノ施設の設置及び運営に伴う

有害な影響の排除を適切に行うために必要な施策を策定・実施する。 

具体的には、以下のような取組みを実施する。 

a. 警察官の増員、夢洲における警察署の設置など、警察力の強化 

b. 防犯、警備体制等について設置運営事業者への指導・助言 

c. マネー・ローンダリング、暴力団等の事業介入への対策など、犯罪収益対策の推進 

d. 情報収集・警戒警備など、各種テロ対策の推進 

e. 防犯環境に係る対策の推進 

f. 青少年の健全な成長を阻害する行為から保護するための対策の推進 など 
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第７ 設置運営事業の円滑かつ確実な実施の確保に関する事項 

 

１． 事業実施上の義務 

設置運営事業者は、本事業の実施に当たり、以下の義務を有する。 

 

(1) ＩＲ関係法令等及び基本方針に則り、設置運営事業を実施する義務 

 

(2) 関係法令等、実施協定、認定区域整備計画、事業条件書及び提案書類等に従い、設置運営

事業を実施する義務（なお、設置運営事業者による重大な義務の不履行など一定の場合に

は、実施協定の定めるところにより、大阪府は本事業の実施に介入することができる。な

お、該当する事由や介入の内容は実施協定において詳細を定める。） 

 

２． 資産の保有義務等 

設置運営事業者は、大阪府の事前の承認なく、事業体制の変更（解散、合併、会社分割、事

業譲渡その他組織再編行為及び定款の事業目的の変更等）を行ってはならない。 

また、設置運営事業者は、本事業に関して設置運営事業者が所有する主要な資産について、

譲渡、担保権の設定その他の処分を行う場合には、実施協定及び事業用定期借地権設定契約

に定めるところに従い、大阪府・市の事前の承認を要する。 

 

３． 設置運営事業者の権利義務等に関する制限及び手続き 

設置運営事業者の権利義務等に関する制限及び手続きについては、以下のとおりとし、詳

細は、実施協定書(案)、立地協定書(案)及び事業用定期借地権設定契約書(案)（以下、これ

らを総称して「実施協定書(案)等」という。）を参照のこと。 

 

(1) 協定上の地位等の処分 

設置運営事業者は、実施協定上の地位及び本事業について大阪府又は大阪市との間で締

結した一切の契約上の地位、並びに、これらの契約に基づく権利及び義務について、大阪

府と締結した契約については大阪府の事前の承認を得ることなく、また、大阪市と締結し

た契約については大阪市の事前の承認を得ることなく、自己以外の第三者への譲渡又は担

保権の設定その他の処分をしてはならない。 

なお、設置運営事業者が本事業の実施に要する資金を調達するために金融機関から借入

を行う場合であって、当該借入のために、実施協定等に対して担保権を設定する場合、大

阪府は合理的な理由なくこれに対する承認を拒否しない。但し、大阪府と金融機関等の間

で、大阪府の合理的に満足する内容の担保実行等に関する協定書が締結されていることを

承認の条件とする。 

 

(2) 設置運営事業者の株式の新規発行及び処分 

設置運営事業者は、実施協定に定める一定の要件を満たす場合を除き、その株式（以下

「本株式」という。）を発行又は自己株式を処分する場合には、大阪府の事前の書面による

承認を受けるものとする。 

本株式を保有する者は、実施協定に定める一定の要件を満たす場合を除き、自ら保有す

る本株式を、第三者に対して処分しようとするときは、大阪府の事前の承認を受けるもの

とする。 
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４． 設置運営事業者の責任の履行確保に関する事項 

本事業の円滑かつ確実な実施の確保と長期間にわたる安定的で継続的な本事業の継続を図

るため、事業条件書等に定めるところにより、設置運営事業者によるセルフモニタリング、

大阪府・市によるモニタリング、大阪府、大阪市及び設置運営事業者で構成する会議体を活

用した事業実施状況の確認・共有及び改善協議、並びに外部有識者等により構成する評価委

員会を通じた評価・答申・助言等による統制により、また、必要に応じて金融機関と連携し、

本事業におけるガバナンス機能を確保する。 

なお、モニタリングの具体的な方法等については、モニタリング基本計画(案)を参照のこ

と。 

 

(1) ＩＲ事業評価委員会の設置 

大阪府・市は、複数の外部有識者等により構成する評価委員会（以下「ＩＲ事業評価委

員会」という。）を設置し、毎年度、本事業の実施状況及びモニタリングの実施結果等を報

告し、客観的・専門的な立場からの評価・答申・助言等を得ることを予定している。 

 

(2) 会議体の設置 

大阪府、大阪市及び設置運営事業者は、会議体を設置し、必要に応じて当該会議体を活

用した本事業の実施状況の確認及び情報共有並びに改善協議を行うとともに、本事業に係

る公民の密な連携・調整を図るものとする。 

 

(3) 設置運営事業者によるセルフモニタリング 

a. 設置運営事業者は、本事業の実施に関し、本事業の確実な実施を確保するための枠組

みに関する基本的な考え方を定めたモニタリング基本計画（以下「モニタリング基本

計画」という。）に基づき、セルフモニタリングを行い、その結果を適切に保存するも

のとする。 

b. 設置運営事業者は、セルフモニタリングの方法及び結果について、大阪府に対して、

定期的及び大阪府の求めに応じて随時、報告書を作成して提出するものとする。 

c. また、セルフモニタリングの方法及び結果のうち、公表事項として定められた部分に

ついて公表するものとする。 

 

(4) 大阪府・市によるモニタリング 

a. 大阪府・市は、設置運営事業者が関係法令、事業基本計画、事業計画及び実施協定等

に従い適正に事業を遂行しているかを確認し、違反又は不履行が認められる場合には、

業務内容に対する改善協議を行うことができる。 

b. 大阪府は、設置運営事業者による事業実施状況について違反又は不履行が認められる

場合には、設置運営事業者に対して是正措置要求を行うことができ、この場合、設置

運営事業者は必要な是正措置を講じるものとする。また、是正措置要求にもかかわら

ず、当該違反又は不履行が改善されない場合、大阪府は、実施協定に定める方法によ

り、実施協定の解除、区域認定の不更新又は区域整備計画の取消し申請等の措置をと

ることができる。 

c. なお、モニタリングの実施に当たり、大阪府は、設置運営事業者から提出されたセル

フモニタリングの結果に関する報告書を参考にするほか、必要と認める調査を行うこ

とができるものとする。 
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(5) ＩＲ区域整備等の実施に伴う影響・効果等分析 

大阪府・市及び設置運営事業者は、ＩＲ区域整備及び本事業（以下「ＩＲ区域整備等」

という。）の実施に伴う影響・効果等を継続的に把握し、適切な施策・措置等の実施や事業

実施過程の透明性の向上につなげ、また、ＩＲ区域整備等の長期的な取組方針等について

時宜に見直し或いは決定する上での参考とするため、ＩＲ区域整備等によって生じた社会

的・経済的な影響及び効果等について、相互に協力して、継続的に調査・分析を行い、実

施協定及びモニタリング基本計画に定めるところに従い適時公表するものとする。 

 

５． リスク分担の基本的な考え方 

本事業において、本事業に係るリスク（需要変動リスクを含む。）は、実施協定等に特段の

定めがある場合を除き、設置運営事業者が負うものとする。  

以下、例外的に大阪府・市がリスクを負担する又は設置運営事業者の実施協定上の義務の

履行を免責することがある場合等を列挙する。なお、個別のリスクにおける具体的な分担内

容については、以下に記載する内容を基本とし、詳細については実施協定書(案)等に示す。 

 

(1) 不可抗力 

a. 大阪府・市及び設置運営事業者のいずれの責めにも帰すべからざる異常気象、自然災

害、内戦又は敵対行為、疫病等の事象であって、本事業の実施に直接かつ不利な影響

を与える等、実施協定に定める一定の要件を満たした事象（以下「不可抗力」という。）

により、本事業の全部又は一部の遂行が困難となった場合、設置運営事業者は直ちに

大阪府に通知し、大阪府・市と設置運営事業者は対応方針等について協議する。 

b. 設置運営事業者は、自らの費用及び責任において本事業を復旧及び継続するものとし、

大阪府・市は、かかる復旧及び継続が図られるよう協力する。 

c. 設置運営事業者は、不可抗力により履行困難となった実施協定上の義務については、

実施協定に定めるところに従い、免責される。 

d. 不可抗力によって本事業の前提となる環境に重大な変化が生じていると認められると

きは、大阪府と設置運営事業者は協議の上、必要な範囲で実施協定又は区域整備計画

等の見直しを行うことができる。 

 

(2) 法令等変更 

a. 法令等（c に示す特定条例変更等を除く。）の制定又は変更により設置運営事業者に

増加費用又は損害が生じるときは、設置運営事業者が当該増加費用又は損害を負担す

るものとする。 

b. 法令等の変更によって本事業の前提となる環境に重大な変化が生じていると認められ

るときは、大阪府と設置運営事業者は協議の上、必要な範囲で実施協定又は区域整備

計画等の見直しを行うことができる。 

c. 事業期間中に、本事業にのみ適用される等、設置運営事業に特別に影響等を及ぼす大

阪府又は大阪市による条例等の制定又は変更（以下「特定条例変更等」という。）が

行われ、設置運営事業者に損害等が生じた場合、大阪府又は大阪市は、自らが行った

特定条例変更等によって設置運営事業者に生じた損害等をそれぞれ補償する。 

  



 

27 

 

６． ＩＲ区域の周辺地域の開発及び整備並びに交通環境の改善等 

ＩＲ予定区域を含む夢洲中央部（図表２に示す第１～３期のエリア）は、「夢洲まちづく

り構想」において“観光・産業ゾーン”と位置づけ、新たな国際観光拠点の形成をめざして

おり、大阪府・市は、次のとおり、鉄道・道路等のインフラ整備、消防署の設置等の必要な施

策及び措置を実施する。なお、詳細は事業条件書等を参照のこと。 

 

(1) 周辺地域の開発及び整備 

a. 国際観光拠点の形成を図る土地利用を誘導するため、用途地域を商業地域としている

ほか、立地を制限することが望ましいと考える建築物については、特別用途地区（国

際観光地区）により用途を規制している。 

b. 大阪市は、利用者の利便性・回遊性の向上に資するため、新駅駅前に新たに駅前広場

（交通広場）を整備する。また、安心して滞在できるまちの実現に向け、夢洲内にお

いて新たに消防署を設置する。 

 

(2) 交通環境の改善等 

大阪市は、夢洲地区への訪問者増加等に対応するため、次のインフラ整備を行う予定で

ある。 

また、大阪府公安委員会は、交通の安全と円滑を図るため、大阪市が実施する道路交通

環境の整備に併せて、適正な交通規制・管制を実施する。 

a. 鉄道（南ルート〔北港テクノポート線〕）の整備 

b. 夢洲域内交通の円滑な処理を実現する観光外周道路の整備 

c. 物流と観光の動線を分離するための高架道路の整備 

d. 夢洲幹線道路、舞洲幹線道路、此花大橋、夢舞大橋の改良 

e. 上水道（夢洲内及び周辺地域の配水管、加圧ポンプ場の増強等）の整備 

f. 下水道（夢洲内及び周辺地域の管渠、ポンプ場等施設の新増設）の整備 など 

 

７． ＩＲ区域周辺インフラ整備及び万博との連携・調整 

設置運営事業者は、本事業の実施に当たり以下の事項に留意する。 

なお、設置運営事業者において実施する必要のある具体項目や事業実施上の条件について

は、事業条件書を参照のこと。 

 

(1) ＩＲ区域周辺インフラ整備との連携・調整 

 設置運営事業者は、ＩＲ区域周辺で予定している大阪市等のインフラ工事（鉄道、公共

道路、交通広場及び供給インフラ工事等）に関して、安全かつ効率的な施工進捗が図られ

るよう、工事工程・施工方法等について、大阪府・市及び関係者等と密な連携・調整を図

るとともに、誠実に協力すること。 

 

(2) 万博との連携・調整 

 設置運営事業者は、万博に関して、以下の点に留意し、建設工事、交通対策及び施設運

営等が円滑に行われるよう、大阪府・市及び公益社団法人 2025 年日本国際博覧会協会等

と密な連携・調整を図るとともに、誠実に協力すること。 

a. ＩＲ施設の開業時期を万博開催期間中に設定することは認めない。 

b. 万博・ＩＲともに重要事業であることを鑑み、大阪府・市において夢洲等まちづくり

事業調整会議等を活用し、各々が成り立つよう最大限調整する方針である。但し、重
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複する事項が残る場合については、万博が期限の定まった国家プロジェクトであるこ

とも踏まえて、万博・インフラの工事が優先されること。 

c. 万博開催期間中に本事業の工事が継続している場合は、万博会場に対して交通アクセ

ス・騒音・振動・粉塵等の悪影響が生じることを防止するために適切な対策を施すこ

と。また、基礎工事及び地下躯体工事については、万博開催前に終了させること。そ

の他、万博会場に対する影響が特に大きい工事については、工事工程及び施工方法等

について調整が必要となること。 

d. 万博開催期間中のＩＲ施設への来訪者のアクセスに関しては、万博と同様、地下鉄・

バス・船を基本とし、宿泊者等駐車場が確保されている来訪者以外の自家用車の乗り

入れは行わないこと。但し、宿泊者等の自家用車の乗り入れについて、乗り入れ可能

な時間等調整が必要となる場合がある。 

 

８． 夢洲のまちづくりへの協力 

国際観光拠点をめざす夢洲の発展及びまちづくりの推進にかかり、設置運営事業者は、本

事業の実施に当たり、大阪府・市及び関係者等と密な連携・調整を図るとともに、誠実に協

力するものとする。なお、設置運営事業者が遵守すべき具体的な条件及び配慮事項等につい

ては、事業条件書等を参照のこと。 
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第８ 事業継続が困難となった場合における措置に関する事項 

 

事業継続が困難となった場合における措置については、以下のとおりとし、詳細は実施協定

書(案)等を参照のこと。 

 

１． 区域整備計画の継続判断基準 

 

(1) 区域整備計画の継続判断基準 

大阪府は、以下の各号の場合を含め公益上必要と認める場合、区域整備計画の認定の更

新の申請を行わないことができ、区域整備計画の認定の取消しの申請をすることができる。

また、大阪市は、以下の各号の場合を含め公益上必要と認める場合、更新付議同意（ＩＲ

整備法第 10 条第４項が準用する第９条第９項に基づく同意をいう。以下同じ。）を行わな

いことができる。 

なお、以下の a 乃至 c の事由により、大阪府が、区域整備計画の認定の更新の申請をせ

ず又は区域整備計画の認定の取消しの申請をする場合、大阪府・市は、設置運営事業者に

対して、一切の責任を負わない。 

a. 実施協定に定める設置運営事業者の債務不履行等（実施協定の重大義務違反、カジノ

免許の取消し・不更新等）による解除事由に該当する事態が生じた場合 

b. モニタリング基本計画に定める極めて重大な違反又は不履行に該当する事象が生じ、

大阪府が設置運営事業者に対して改善命令を行ったにもかかわらず、当該違反又は不

履行が改善されなかった場合（但し、相当の期間内に修復される見込みがある場合は

除く。） 

c. 設置運営事業者の責めに帰すべき事由により、設置運営事業の継続的な運営に著しい

支障が生じ、事業継続が困難であると判断される場合（但し、相当の期間内に修復さ

れる見込みがある場合は除く。） 

 

(2) ＩＲ事業評価委員会への諮問 

ＩＲ事業評価委員会を設置した場合には、大阪府は、認定区域整備計画の認定の更新の

申請又は認定区域整備計画の取消しの申請を行うか否かを判断するに際しては、また、大

阪市は更新付議同意を行うに際しては、(1)a乃至 cに記載する事由の存否等を含め、更新

の申請又は取消しの申請の要否・是非について、あらかじめＩＲ事業評価委員会に諮問す

るものとする。 

 

２． 協定解除事由と解除時の取扱い 

本事業の継続が困難となる事由が発生した場合は、以下のとおり実施協定を解除すること

ができるものとする。 

この場合において、大阪府・市は、事業承継又は再公募等により設置運営事業の継続が図

られるよう努力するものとし、設置運営事業者はこれに最大限協力する。また、設置運営事

業の継続の有無にかかわらず、設置運営事業者が所有する資産については、施設の耐用年数

等を勘案し、有効活用（第三者への譲渡及び設置運営事業者によるカジノ施設を除く一般商

業施設としての事業実施を含むがそれらに限らない。）が図られるよう、大阪府・市及び設置

運営事業者において誠実に協議する。また、大阪府は、必要に応じて、国土交通大臣への区域

整備計画の認定の変更又は取消しの申請等必要な手続きを行う。 
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なお、個別の協定終了事由における具体的な損害等の分担内容については、以下に記載す

る内容を基本とし、詳細については実施協定書(案)等に示す。 

 

(1) 設置運営事業者の事由による解除 

a. 解除事由 

 設置運営事業者が実施協定上の義務に違反する等実施協定に定める一定の事由が生

じたときは、大阪府は、当該事由に応じ、催告をして、又は催告を経ることなく、実

施協定を解除することができる。 

b. 解除の効果 

 設置運営事業者は、大阪府に対し実施協定に定める違約金（大阪府に生じた実際の

損害額が違約金の額を超えるときは、大阪府は、設置運営事業者に対して当該超過分

につき賠償請求できる。）を支払うこととする。 

 

(2) 大阪府の事由による解除 

a. 解除事由 

設置運営事業者は、大阪府の責めに帰すべき事由により、一定期間、大阪府が実施

協定上の重大な義務を履行せず、これにより、設置運営事業者による本事業の実施に

著しい支障を及ぼすなど実施協定の目的が達成されないと合理的に認められる場合は、

実施協定を解除することができる。 

b. 解除の効果 

大阪府は、実施協定の定めるところに従い、実施協定の解除により設置運営事業者

に生じた損害について、設置運営事業者に対して賠償する。 

 

(3) 区域整備計画の認定の失効による解除 

a. 解除事由 

認定区域整備計画の認定の更新がなされず、当該認定区域整備計画の有効期間が満

了した場合（事業期間の満了の場合を除く。）、又は、ＩＲ整備法第 35条第１項に基づ

き国土交通大臣により認定区域整備計画の認定が取り消された場合、府は、設置運営

事業者に対する通知をもって直ちに実施協定を解除することができる。 

b. 解除等の効果 

区域整備計画の継続判断基準（第 8-1.-(1)a乃至 c）以外の事由により、大阪府が、

区域整備計画の認定の更新の申請を行わず、若しくは、区域整備計画の認定の取消し

の申請をし、又は、これらの認定の不更新若しくは認定の取消しを原因として実施協

定が解除された場合は、大阪府は、実施協定の定めるところに従い、これらに起因し

て設置運営事業者が現実に被った通常生ずべき損害（逸失利益は除く。）について、設

置運営事業者に対して補償する。 

但し、区域整備計画の継続判断基準（第 8-1.-(1)a乃至 c）以外の事由により、大阪

市が、更新付議同意を行わず、これにより大阪府が区域整備計画の認定の更新の申請

を行わず、又はこれらの認定の不更新を原因として実施協定が解除された場合は、立

地協定の定めるところに従い、大阪市が、これらに起因して設置運営事業者が現実に

被った通常生ずべき損害（逸失利益は除く。）について、設置運営事業者に対して補償

する。 
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(4) 不可抗力解除又は終了 

a. 解除事由 

不可抗力を原因として、本事業の実施が困難となった場合等として実施協定に定め

る一定の要件を満たした場合、大阪府又は設置運営事業者は実施協定を解除すること

ができる。 

b. 解除の効果 

不可抗力により大阪府・市及び設置運営事業者に生じた損害は各自が負担し、相互

に損害賠償は行わない。 

 

(5) 特定法令変更等による解除 

a. 解除事由 

本事業にのみ適用される等、設置運営事業に特別に影響等を及ぼす法令等の制定又

は変更（以下「特定法令変更等」という。）が行われ、本事業の実施が困難となった場

合等として実施協定に定める一定の要件を満たした場合、設置運営事業者は実施協定

を解除することができる。 

b. 解除の効果 

特定法令変更等により大阪府・市及び設置運営事業者に生じた損害は各自が負担し、

相互に損害賠償は行わない。 

 

３． 金融機関又は融資団と大阪府・市との協議 

大阪府・市は、長期間にわたる安定的で継続的な本事業の実施のために必要と認めた場合

には、融資金融機関による設置運営事業者の資産に対する担保権の設定及び融資金融機関の

担保実行による株主の交代その他一定の事項について、設置運営事業者に融資を行う金融機

関又は融資団と協議を行い、当該金融機関又は融資団と直接協定を締結することがある。 
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第９ 設置運営事業予定者の選定方法 

 

１． 民間事業者の公募及び選定に係る基本的な考え方 

大阪府・市は、本事業への参加を希望する民間事業者を本募集要項に基づいて公募し、透

明性及び公平性の確保に配慮した上で、応募者の中から設置運営事業予定者を選定する。 

 

２． 審査体制 

大阪府・市は、設置運営事業予定者の選定に当たり、客観的かつ公平な審査を行うととも

に、専門的な見地からの意見を参考にするため、有識者等からなる「大阪府市 IR事業者選定

委員会」（以下「選定委員会」という。）を設置し、審査を行うものとする。 

選定委員会は図表７の７名で構成され、選定委員会は非公開とする。 

 

（図表７ 大阪府市 IR事業者選定委員会） 

氏名 委員会での役職 役職等 

井上 幸紀 委員 大阪市立大学大学院医学研究科 教授 

内薗 仁美 委員 PwCあらた有限責任監査法人 パートナー 

嘉名 光市 委員 大阪市立大学大学院工学研究科 教授 

高橋 徹 委員 大阪市副市長 

田中 清剛 委員 大阪府副知事 

西澤 良記 委員長 公立大学法人大阪 理事長 

溝畑 宏 副委員長 公益財団法人大阪観光局 理事長 

（50音順、敬称略） 

 

３． 設置運営事業予定者の選定手順及び選定方法  

 

(1) 参加資格審査 

a. 参加資格審査への参加を希望する応募者（以下「参加希望者」という。）は、別紙４「参

加資格審査等手続きに関する様式集及び記載要領」（以下「様式集等」という。）に定

めるところに従い、資格審査書類を作成し、大阪府・市に提出する。 

b. 大阪府・市は、資格審査書類の提出後、第 10-2.及び 3.に示す参加資格要件を充足し

ているかどうか審査を行い、応募者に対して結果を通知する。 

 

(2) 提案書審査 

a. 大阪府・市は、参加資格要件を充足し、参加資格審査を通過した者（以下「資格審査

通過者」という。）に対して競争的対話の機会を与えた上で、提案審査書類を受け付け、

提案審査書類を提出した資格審査通過者の中から、設置運営事業予定者を選定する。 

b. 提案書審査に参加する応募者は、様式集及び記載要領に定めるところにより、提案審

査書類を作成し、大阪府・市に提出する。 

c. 提案書審査においては、基礎審査及び提案内容審査の２段階により審査を行う。 

d. 大阪府・市は、提案審査書類について、資格審査通過者の提案内容が募集要項等に定

める事業条件（以下「事業条件」という。）を充足しているかどうか、基礎審査を行う。 

e. 選定委員会は、基礎審査により事業条件の充足が確認された提案審査書類について、

別紙３「設置運営事業予定者選定基準」に基づく書類審査及びプレゼンテーション等
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（質疑応答を含む。）による提案内容の確認を踏まえて、提案内容審査を行う。 

 

(3) 設置運営事業予定者等の選定 

大阪府・市は、選定委員会における審査を受けて、提案書審査における順位を決定し、

設置運営事業予定者及び次点設置運営事業予定者を選定する。 

 

(4) 審査結果の通知 

大阪府・市は、提案書審査の結果を提案書審査に参加した応募者に対して通知する。 

 

(5) 審査結果の公表 

大阪府・市は、審査の結果及び過程について、設置運営事業予定者の選定後、大阪府・

市のホームページへの掲載その他適宜の方法により公表する。 

 

４． 選定委員会の附帯意見 

選定委員会は、事業条件書等に定める事業条件の範囲内において、本事業をより良いものと

するため、設置運営事業予定者及び次点設置運営事業予定者に対して、提案内容の質の向上や

課題等について意見等を附することができる。 

大阪府・市は、選定委員会から提案内容に対する意見等が附された場合は、当該意見等を踏

まえた提案内容の質の向上や見直し等について、設置運営事業予定者との間で協議・調整を行

うことができるものとし、設置運営事業予定者は合理的な範囲でこれに協力するものとする。 
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第 10 応募者の参加資格要件 

 

１． 応募者の構成 

 本公募に応募できる応募者の構成は、次のとおりとする。 

(1) 応募者は、本事業を実施する予定の単体企業（自ら実施しようとする場合を含む。以下

「応募企業」という。）又は複数の企業によって構成されるグループ（設置運営事業者を

設立しようとする場合に限る。以下「応募グループ」という。）とし、応募企業、応募グ

ループ、協力企業11及び応募アドバイザー12を総称していう。 

(2) 応募者は、応募企業、応募グループを構成する企業（以下「応募グループ構成員」という。）

の名称及び本事業の遂行上果たす役割等を明らかにするものとする。 

(3) 応募グループにあっては、応募グループ構成員から代表となる企業（以下「代表企業」と

いう。）を定めるとともに、代表企業を除く応募グループ構成員は様式集等に定める「委

任状」を提出し、当該代表企業が応募手続きを行うこととする。 

(4) 応募グループにあっては、代表企業は、SPCへの出資及び事業開始後の経営について、主

導的な役割を担うことを想定し、応募グループ構成員をとりまとめて応募手続きを行い、

大阪府・市との窓口を務めること。 

(5) 応募企業及び応募グループ構成員は、設置運営事業者に出資して設置運営事業者の株主

総会において議決権を行使することができる株式すべての割当てを受けることを予定す

るものとし、設置運営事業者の全ての議決権株式は、応募企業及び応募グループ構成員に

割当てられることとする（但し、第 12-2.なお書きの場合を除く。）。なお、応募者が、

間接的な SPC株式の保有等を希望するときは、第 12-2.なお書きの手続きに従うこととす

る。 

 

２． 応募企業、応募グループ構成員に共通の参加資格要件 

応募企業及び応募グループ構成員は、いずれも以下の参加資格をすべて満たさなければな

らならず、参加資格を満たすことを証明するための書類の提出を求められた場合には、速や

かにこれを大阪府・市に提出する。また、応募企業又は応募グループ構成員が設立しようと

する設置運営事業者をして本事業を遂行させようとする場合に、その応募企業又は応募グル

ープ構成員のＩＲ整備法第２条第 12 項の定める主要株主等基準値以上の数の議決権又は株

式若しくは持分（以下「議決権等」という。）の保有者が、同条項の定める認可主要株主等と

なる場合には、当該保有者についても同様とする。 

なお、国外事業者においては、以下の(5)及び(6)の b 乃至 g の参加資格について、その適

用される法令に照らして同等の要件を満たしていると大阪府・市が確認できることが必要で

ある。 

(1) 本事業を遂行（その設立しようとする設置運営事業者をして遂行せしめる場合を含む。以

下本項において同じ。）する意思があり、その人的構成、組織形態及び資本構成等に照ら

して、本事業を的確に遂行することができる能力を有し、また、その役員（ＩＲ整備法第

23条第２項で定義する者（但し、同項の適用に限り含まれる者は除く。）をいう。以下本

項において同じ。）が、心身の状況に照らして、本事業を的確に遂行できる者であること。 

                                                   
11 「協力企業」とは、本事業に関し、業務の委託又は請負等を受ける者（それらを受けようとする者を含む。）として、応募企

業又は応募グループ構成員が選任し提案書類に記載した者をいう。 
12 「応募アドバイザー」とは、弁護士、公認会計士、税理士、コンサルタントその他の専門家であって、特定の応募企業又は応

募グループのために本公募における応募提案を検討・支援する者として応募企業又は応募グループ構成員が選任した者をい

う。 
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(2) 自己及びその役員が十分な社会的信用を有する者であること。 

(3) 本事業を健全に遂行するに足りる財産的基礎を有する者であること。 

(4) 本事業を自ら遂行しようとする場合には、ＩＲ整備法第２条第 12 項の定める主要株主等

基準値以上の数の議決権等の保有者及び当該主要株主等基準値以上の数の議決権等保有

者が法人等であるときはその役員が、十分な社会的信用を有するものであること。 

(5) 破産、会社更生、民事再生若しくは特別清算の手続その他国内外においてこれらに類似す

る法的倒産手続又は事業再生 ADR その他私的整理手続の開始が申立て又は申請されてお

らず、またかかる申立て又は申請の原因も存しない者であること。 

(6) 次の a乃至 gのいずれにも該当しない者であること。 

a. ＩＲ整備法第 41条第２項各号（１号イ及び５号は除き、設立しようとする設置運営事

業者をして本事業を遂行させようとする場合は４号も除く。）のいずれかに該当する者 

b. 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の４第１項各号又は第２項各号

のいずれかに該当する者 

c. 資格審査書類の提出期限の日において、法人税、消費税、法人事業税、法人都道府県

民税、市町村税又は地方消費税を滞納している者 

d. 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第 32 条第１項各号に掲げる者、大

阪府暴力団排除条例第２条第１号から第４号までに掲げる者、又は、大阪市暴力団排

除条例第２条第１号から第３号までに掲げる者のいずれかに該当する者 

e. 大阪府公共工事等に関する暴力団排除措置要綱若しくは大阪市契約関係暴力団排除措

置要綱に基づく入札参加除外措置を受けている者又は当該要綱別表各号に掲げる措置

要件に該当する者 

f. 大阪府入札参加停止要綱若しくは大阪市競争入札参加停止措置要綱に基づく入札参加

停止措置を受けている者又は当該要綱別表各号に掲げる措置要件のいずれかに該当す

る者 

g. その役員に上記 d又は eに該当する者を含む者 

 

３． 応募企業又は応募グループに求められる要件 

応募企業若しくは応募グループ構成員又はこれらの者との連結子会社の関係にある者が、

2009年１月１日以降に、以下のいずれかの開発又は運営実績を有すること。なお、事業経験

は日本国内における事業に限らない。 

(1) 区域13内の延べ床面積14が概ね 50万 ㎡以上の複合施設15 

(2) 区域面積が概ね 25ha以上で、かつ区域内の延べ床面積が概ね 25万 ㎡以上の複合施設 

 

４． 大阪府・市及び大阪府・市アドバイザーとの関与制限 

以下のいずれかに該当する者又はこれらの者と資本面若しくは人事面等において一定の関

連のある者16は、本公募の応募企業、応募グループ構成員、協力企業又は応募アドバイザーに

なることはできない。 

                                                   
13 「区域」は、単体若しくは複数の建築物を含む都市開発事業等を施行した区域とし、都市計画決定等により面積の確認ができ

ること。 
14 「区域内の延べ床面積」は、区域内に整備された複合施設等の延べ床面積の合計とする。 
15 「複合施設」とは、エンターテイメント施設、レジャー施設、スポーツ施設、商業施設、宿泊施設、会議場施設、展示施設、

オフィス若しくは住居又は駐車場等の複合用途から構成される一群の施設をいう。 
16 「資本面若しくは人事面等において一定の関連のある者」とは、①親会社等と子会社等の関係にある者、②親会社等を同じく

する子会社等同士の関係にある者、③一方の会社等の役員が、他方の会社等の役員を現に兼ねている者、④前記①～③のほか、

事業方針の決定を実質的に支配し、又は支配される関係にあると認められる者をいう（親会社等及び子会社等の範囲について

は会社法の定めに準ずる。）。 



 

36 

(1) 大阪府・市又はこれらの者と資本面若しくは人事面等において一定の関連のある者 

(2) 大阪府・市アドバイザー又はこれらの者と資本面若しくは人事面等において一定の関連の

ある者 

(3) 大阪府・市アドバイザー又はこれらの者と資本面若しくは人事面等において一定の関連の

ある者から、本事業に関してアドバイス（契約の有無を問わない。）を受けている者 

 

５． 選定委員会の委員等との関与制限 

以下のいずれかに該当する者は、本公募の応募企業、応募グループ構成員、協力企業又は

応募アドバイザーになることはできない。 

(1) 選定委員会の委員 

(2) 選定委員会の委員が属する団体 

(3) 選定委員会の委員と一定の関係のある者17 

 

６． 複数応募の禁止 

応募企業及び応募グループ構成員のうち、設置運営事業者の議決権株式総数の５％以上

の出資を行う予定の者、自ら設置運営事業を実施する予定の者、カジノ事業の運営を行う

予定の者及びこれらの者と資本面若しくは人事面等において一定の関連のある者は、同時

に他の応募企業、応募グループ構成員又は協力企業となることはできないものとする。 

 

７． 応募者の変更 

(1) 資格審査書類の提出以降、応募企業又は応募グループが提案審査書類の提出受付前まで

に応募グループ構成員を追加する場合には、当該追加は、参加資格審査通過時の応募企業

又は応募グループ構成員が合計して設置運営事業者の議決権株式の２分の１以上の割当

てを受ける範囲内かつ最大の割当てを受ける構成員の議決権株式数を超えない範囲内で

行えるものとする。また、応募グループ構成員として追加される者は、2.、4.乃至 6.の

要件を全て満たさなければならない。なお、応募グループ構成員の追加手続きは、第 11-

4.を参照のこと。 

(2) 資格審査書類の提出以降、応募グループ間の移動及び応募企業が他の応募グループ構成

員となることは認めない。 

(3) (1)の場合を除き、資格審査書類の提出以降、設置運営事業予定者の選定までの間は、応

募企業、代表企業及び応募グループ構成員の変更は原則として認めない。但し、変更せざ

るを得ないやむを得ない事情が生じた場合は、大阪府・市と協議するものとし、大阪府・

市がその事情を検討の上、変更を認めたときはこの限りでない。 

(4) 応募企業若しくは応募グループ構成員が 2.乃至 6.の参加資格要件を満たさなくなった場

合又は応募企業若しくは応募グループ構成員を支配している者が変更された場合（応募

企業若しくは応募グループ構成員が新たに第三者に支配された場合を含む。）は、大阪

府・市に速やかに通知しなければならない。 

 

  

                                                   
17 「委員と一定の関係のある者」とは、次の者をいう（親会社等及び子会社等の範囲については会社法の定めに準ずる。）。 

  (1)委員又は委員が属する企業と親会社等又は子会社等の関係にある者 

  (2)上記のほか、委員又は委員が属する企業が、事業方針の決定を実質的に支配していると認められる者、委員又は委員が属

する企業の事業方針の決定を支配していると認められる者 
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第 11 本公募に関する手続き 

１． スケジュール 

大阪府・市は、図表８のスケジュールに沿って、設置運営事業予定者を選定する予定であ

る。但し、大阪府・市は、国における基本方針、関係政省令及び規則等の制定時期・内容や区

域整備計画の認定時期等を踏まえて、必要に応じて、以下のスケジュールを変更することが

できる。 

【図表８ 今後のスケジュール（予定）】 

スケジュール（予定） 内容 

令和元年（2019年）12月 24日 募集要項の公表 

令和元年（2019年）12月 24日～ 

令和２年（2020年）１月 10日 
募集要項に関する質問受付期間 

令和２年（2020年）１月 17日 募集要項に関する質問への回答 

令和２年（2020年）１月６日～２月 14日 資格審査書類の受付期間 

～令和２年（2020年）２月頃 参加資格審査結果の通知 

令和２年（2020年）３月～ 
基本方針の公表（国）※1 

実施方針の作成 

令和２年（2020年）１月頃～７月頃 競争的対話の実施期間 

令和２年（2020年）７月頃 提案審査書類の提出期限 

令和２年（2020年）９月頃 設置運営事業予定者の選定 

令和２年（2020年）10月頃 基本協定の締結 

令和２年（2020 年）10 月～令和３年（2021

年）１月頃 
区域整備計画の作成及び公聴会等の実施 

令和３年（2021年）２～３月頃 
区域整備計画の認定の申請に係る大阪府議会

及び大阪市会の同意 

令和３年（2021年）４月～ 区域整備計画の認定の申請・認定（国）※1 

令和４年（2022年）春頃 
実施協定の締結・設置運営事業の開始 

土地引渡し・工事着工 ※2 

  ※1 国のスケジュールは想定。 

  ※2 時期は応募者の提案による。 

 

２． 募集要項に関する質問の受付及び回答 

募集要項に記載の内容について、参加希望者から、次のとおり質問を受け付ける。但し、

守秘義務対象資料についての質問は受け付けない。 

 

(1) 質問の受付期間 

2019年12月24日（火）から2020年１月10日（金）17：00まで 

 

(2) 質問の提出方法 

a. 募集要項に関する質問がある場合は、質問の内容を様式集等に定める「募集要項に関

する質問書」に簡潔に記載し、担当窓口までメールで送付すること。 

b. メールの「件名」欄に「募集要項に関する質問書」と記載すること。 
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c. 質問を公表された場合に質問者自身の権利、競争上の地位、その他正当な利益を害す

るおそれのある内容が含まれる場合は、その旨を明らかにすること。 

 

(3) 回答の公表等 

a. 回答公表予定日 

2020年１月 17日（金）（予定） 

b. 質問者自身の権利、競争上の地位、その他正当な利益を害するおそれのある内容を除

き、受け付けた質問のうち、参加希望者すべてに対して共通で回答する必要があると

大阪府・市が認めたもの及びその回答について、回答公表予定日までにＩＲ推進局推

進課ホームページ（http://www.pref.osaka.lg.jp/irs-suishin/osakair-jigyou/index.html）にて公表する。 

c. 参加希望者すべてに対して共通で回答する必要があると大阪府・市が認めたもの以外

の質問及びその回答については、回答公表予定日までに、当該質問を提出した参加希

望者に個別に回答する。 

d. 最終的な回答は回答公表予定日に行う予定であるが、受け付けた質問については、当

該日を待つことなく段階的に公表することを予定している。 

e. 質問を行った参加希望者の名称は公表しない。 

f. 募集要項に関係のない事項の質問に対しては回答しない。 

 

３． 参加資格審査 

参加希望者は、様式集等に定めるところにより、資格審査書類を作成し、提出すること。 

 

(1) 資格審査書類の受付期間 

2020年１月６日（月）から２月14日（金）17：00まで（必着） 

 

(2) 資格審査書類の提出場所・方法 

a. 参加希望者は、様式集等に従い「参加表明書兼資格審査書類提出書」を作成（必要書

類の添付含む。）し、担当窓口に対し、データ（データ形式やデータでの提出が必要な

書類は様式集等を参照）をメール送付し、事前に連絡した上で、持参又は郵送（書留

等、配達の記録の残る方法）で提出すること。 

b. 持参する場合の受付時間は、土曜日、日曜日及び祝日を除く各日の 9：30から 17：00

までとする。 

 

(3) 審査料の納付 

a. 参加希望者は、大阪府の発行する納入通知書により第 13-2.に定める審査料（1,000万

円）を大阪府に対して支払うこと。 

b. 大阪府は、資格審査書類の受付後３営業日以内を目安に、納入通知書を発行する予定

であり、納期限は納入通知書発行日から 20日間とする予定である。 

c. 大阪府の発行する納入通知書を使用できない特段の事情がある場合は、あらかじめ担

当窓口に申し出るとともに、大阪府が別途指定する方法により納付すること。 

d. 上記 a 又は c により審査料を支払った参加希望者は、担当窓口に対し、事前に連絡し

た上で、当該支払いの完了を確認できる書類の写しをメールで提出すること。 

 

(4) 参加資格の確認及び資格審査結果の通知 

a. 大阪府・市は、資格審査書類に基づき、「第 10 応募者の参加資格要件」に示す参加資

格要件の充足について確認するとともに、審査料の納付確認を行う。 

http://www.pref.osaka.lg.jp/irs-suishin/osakair-jigyou/index.html
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b. 大阪府・市は、資格審査書類が提出された参加希望者から参加資格の確認を順次行う

ものとし、参加資格の確認及び審査料の納付確認が完了した者について、資格審査書

類の提出日から概ね 10営業日程度を目途に、担当窓口より参加希望者に対して、「資

格審査結果通知書」の写しを事前にメールで送付した上で、原本を郵送で送付し通知

する。 

c. 資格審査書類の提出日から 10 営業日程度経過しても担当窓口より「資格審査結果通

知書」が送付されなかった場合は、担当窓口まで電話で問い合わせること。 

d. 大阪府・市は、資格審査通過者から「守秘義務対象資料開示兼アクセス権申込書」及

び「守秘義務の遵守に関する誓約書」の提出を受けた場合、当該資格審査通過者に対

して第 2-5.-(6)、(8)、(10)及び(11)の書類（以下「守秘義務対象資料」という。）を

開示する。また、「重要保秘義務対象資料の開示対象者名簿兼アクセス権申込書」及

び「重要保秘義務対象資料の取扱いに関する誓約書」の提出を受けた場合、当該資格

審査通過者に対して第 2-5.-(2)乃至(5)及び(7)の書類（以下「重要保秘義務対象資料」

という。）を開示する。 

 

４． 応募グループ構成員の追加手続き等 

応募グループ構成員を追加する場合は、次により変更を行うこと。 

 

(1) 受付期間 

資格審査通過者に別途通知する。 

 

(2) 提出場所・方法 

a. 応募グループ構成員を追加する場合は、様式集等の定めるところにより「応募グルー

プ構成員変更申請書」を作成（必要書類の添付含む。）し、担当窓口に対し、事前にデ

ータ（データ形式やデータでの提出が必要な書類は様式集等を参照のこと。）をメール

送付した上で、持参又は郵送（書留等、配達の記録の残る方法）で提出すること。 

b. 持参する場合の受付時間は、土曜日、日曜日及び祝日を除く各日の 9：30から 17：00

までとする。 

 

(3) 参加資格の確認及び結果通知 

a. 応募グループ構成員変更申請書に基づき、「第 10 応募者の参加資格要件」に示す参

加資格要件の充足について確認する。 

b. 参加資格の確認結果については、応募グループ構成員変更申請書の受付日から 10 営

業日以内（土曜日、日曜日及び祝日を除く）を目安に担当窓口より「応募グループ構

成員変更結果通知書」をメールにて送付する。 

c. 応募グループ構成員変更申請書の受付日から 10営業日以内（土曜日、日曜日及び祝日

を除く）に担当窓口より「応募グループ構成員変更結果通知書」が送付されなかった

場合は、担当窓口まで電話で問い合わせること。 
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５． 協力企業又は応募アドバイザーの追加手続き等 

協力企業又は応募アドバイザー（以下「協力企業等」という。）を追加する場合は、次によ

り変更を行うこと。 

 

(1) 受付期間 

資格審査通過者に別途通知する。 

 

(2) 提出場所・方法 

a. 協力企業等を追加する場合は、様式集等の定めるところにより「協力企業等変更届」

を作成（必要書類の添付含む。）し、担当窓口に対し、事前にデータ（データ形式は様

式集等を参照のこと。）をメール送付した上で、持参又は郵送（書留等、配達の記録の

残る方法）で提出すること。 

b. 持参する場合の受付時間は、土曜日、日曜日及び祝日を除く各日の 9：30から 17：00

までとする。 

 

６． 守秘義務対象資料の貸与 

資格審査通過者（但し、応募企業又は代表企業（以下「応募企業等」という。）に限る。）

であって、守秘義務対象資料の貸与を希望する者は、次により、申込手続きを行うこと。 

 

(1) 誓約書等の提出 

a. 様式集等に従い、「守秘義務対象資料貸与兼アクセス権申込書」及び「守秘義務の遵

守に関する誓約書」を作成し、担当窓口に対し、事前にデータ（データ形式は様式集

等を参照のこと。）をメール送付し、持参又は郵送（書留等、配達の記録の残る方法）

で提出すること。 

b. 持参する場合の受付時間は、土曜日、日曜日及び祝日を除く各日の 9：30から 17：00

までとする。 

 

(2) 受付期間 

資格審査通過者に別途通知する。 

 

(3) 守秘義務対象資料（貸与資料） 

a. 事業条件書 

b. 関連資料集 

c. 様式集及び記載要領 

d. 参考資料集 

 

(4) 貸与方法 

a. 守秘義務対象資料については、主としてバーチャルデータルーム（以下「VDR」という。）

による貸与を予定している。 

b. 大阪府・市は、応募企業等から「守秘義務対象資料貸与兼アクセス権申込書」及び「守

秘義務の遵守に関する誓約書」の提出受けた場合、提出書類に不備等がないかを確認

し、速やかに、応募企業等に対し VDRへのアクセス方法等を通知する。 
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(5) 貸与資料・開示情報の管理 

a. 応募企業等は、「守秘義務の遵守に関する誓約書」に従い、守秘義務対象資料及びそれ

に関連して本公募により大阪府・市から開示された情報（以下、これらを総称して「秘

密情報等」という。）の秘密を保持し、本事業の提案や対話（第 11-11.に規定する競争

的対話をいう。以下、本項及び次項において同じ。）の準備及び実施以外の目的で利用

してはならない。 

b. 応募企業等は、秘密情報等を知る必要のある最低限度の者以外の自己の役員又は従業

員に対し、秘密情報等を開示しないこと。 

 

(6) 応募企業等以外の者への開示 

a. 応募企業等が、自らの関係会社18、代表企業以外の応募グループ構成員、協力企業、本

事業のために融資若しくは保証を行う予定の金融機関、本事業のために格付業務を実

施する格付機関、応募アドバイザー又は本公募において応募企業等のために業務を行

う通訳者・翻訳者等のうち守秘義務対象資料を知る必要がある最低限度の者（以下、

これらを総称して「第二次被開示者」という。）に対して秘密情報等の全部又は一部を

開示しようとするときは、様式集等に従い「第二次被開示者の名称等届出書」に必要

事項を記載し、担当窓口に対して、事前にデータ（データ形式は様式集等を参照のこ

と。）をメール送付した上で、持参又は郵送（書留等、配達の記録の残る方法）で提出

すること。 

b. この場合において、応募企業等は、秘密情報等の第二次被開示者に対する開示に先立

ち、「守秘義務の遵守に関する誓約書」と同等又はそれ以上の守秘義務その他の義務（詳

細は、「守秘義務の遵守に関する誓約書」を参照のこと。）の履行を第二次被開示者に

書面により誓約させ、「第二次被開示者の名称等届出書」の提出時に当該書面の写しを

添付して担当窓口に提出しなければならない。 

c. 大阪府・市は、応募企業等から「第二次被開示者の名称等届出書」の提出を受けた場

合、提出書類に不備等がないか確認し、速やかに、受理通知を発行する。応募企業等

は、担当窓口から受理通知が発行されるまでは、第二次被開示者に、秘密情報等を開

示してはならない。 

 

(7) 守秘義務対象資料の破棄 

守秘義務対象資料の貸与を受けた応募企業等及びこれらの者から守秘義務対象資料の全

部又は一部の開示を受けた第二次被開示者は、提案審査書類を提出しないこと若しくは設

置運営事業予定者として選定されなかったことが明らかとなった日又は破棄期限として大

阪府・市が指定した日のいずれか早い時点までに、自己の費用と責任において守秘義務対

象資料（その印刷物、複写物、複製及びハードディスク等の記録媒体への記録、情報を加

工して作成した資料を含むがこれに限らない。）を復元不能な方法で破棄・消去した上、「守

秘義務対象資料破棄義務の遵守に関する報告書」を作成し、担当窓口に対し、事前にデー

タ（データ形式は様式集等を参照のこと。）をメール送付し、担当窓口まで持参又は郵送（書

留等、配達の記録の残る方法）で提出すること。 

 

                                                   
18 応募企業等を支配し、応募企業等によって支配され、又は、応募企業等と共通の支配下にある法人を意味し、支配関係が存続

していなければ、いかなる法人も関係会社とみなされないものとする。なお、「支配」は、議決権のある持分の過半数を保有す

ることを意味するものとする。 
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７． 重要保秘義務対象資料の貸与 

資格審査通過者（但し、応募企業等に限る。）であって、重要保秘義務対象資料の貸与を

希望する者は、次により、申込手続きを行うこと。 

 

(1) 誓約書等の提出 

a. 様式集等に従い、「重要保秘義務対象資料の開示対象者名簿兼アクセス権申込書」及

び「重要保秘義務対象資料の取扱いに関する誓約書」を作成し、担当窓口に対し、事

前にデータをメール送付し、持参又は郵送（書留等、配達の記録の残る方法）で提出

すること。 

b. 持参する場合の受付時間は、土曜日、日曜日及び祝日を除く各日の 9：30から 17：00

までとする。 

 

(2) 受付期間 

資格審査通過者に別途通知する。 

 

(3) 重要保秘義務対象資料（貸与資料） 

a. 基本協定書(案) 

b. 実施協定書(案) 

c. 立地協定書(案) 

d. 事業用定期借地権設定契約書(案) 

e. モニタリング基本計画(案) 

 

(4) 貸与方法 

a. 重要保秘義務対象資料については、主として VDRによる貸与を予定している。 

b. 大阪府・市は、「重要保秘義務対象資料開示対象者の名簿兼アクセス権申込書」及び「重

要保秘義務対象資料の遵守に関する誓約書」の提出を受けた場合、提出書類に不備等

がないか確認し、速やかに、応募企業等に受理した旨及び VDR へのアクセス方法等を

通知する。 

 

(5) 貸与資料・開示情報の管理 

a. 重要保秘義務対象資料及びそれに関連して本公募により大阪府・市から提供された情

報（以下、これらを総称して「重要保秘情報等」という。）については、「重要保秘義

務の遵守に関する誓約書」に従い、重要秘密としてその秘密を保持し、本事業の提案

や対話の準備及び実施以外の目的のために利用してはならない。 

b. 重要保秘情報等の開示範囲は、「重要保秘義務対象資料の開示対象者名簿兼アクセス権

申込書」に記載された個人（以下、これらの者を総称して「開示対象者」という。）に

限られ、それ以外の者に対しては、社内外を問わず重要保秘情報等を一切開示しては

ならない。 

 

(6) 応募企業等以外の者への開示 

a. 応募企業等は、以下のいずれかに該当する者及び b により大阪府・市に開示を認めら

れた者に対して重要保秘情報等を開示できるものとする。ただし、当該開示は、開示

目的のために知る必要のある最小限の範囲を超えてはならない。 

① 応募企業等の顧問弁護士 

② 応募企業等の関係会社の役員、従業員及び顧問弁護士 
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③ 代表企業以外の応募グループ構成員の役員、従業員及び顧問弁護士 

④ 応募アドバイザー又は協力企業として登録を行った弁護士 

⑤ 本事業のために融資又は保証を行う金融機関の役員、従業員及び顧問弁護士 

⑥ 本公募において応募企業等のために業務を行う通訳者・翻訳者 

b. 大阪府・市は、開示目的のために知る必要のある最小限の範囲で、a に定める者以外

への重要保秘情報等の開示を認めることがあるが、詳細は資格審査通過者に対して別

途通知する。 

c. 応募企業等は、開示対象者の所属する法人をして、「重要保秘義務対象資料の取扱いに

関する誓約書」を記載せしめ、「重要保秘義務対象資料の開示対象者名簿兼アクセス権

申込書」に添付して、担当窓口に対して、事前にデータ（データ形式は様式集等を参

照のこと。）をメール送付した上で、持参又は郵送（書留等、配達の記録の残る方法）

で提出すること。 

d. 大阪府・市は、「重要保秘義務対象資料の開示対象者名簿兼アクセス権申込書」及び応

募企業等並びに各開示対象者の所属する法人が記載した「重要保秘義務対象資料の取

扱いに関する誓約書」の提出を受けた場合、その全ての提出書類に不備等がないこと

を確認したときは、速やかに受理通知を発行する。応募企業等は、担当窓口から当該

受理通知が発行されるまでは、開示対象者に重要保秘情報等を開示してはならない。 

 

(7) 重要保秘義務対象資料の破棄 

応募企業等及び開示対象者は、提案審査書類を提出しないこと若しくは設置運営事業予

定者に選定されなかったことが明らかとなった日又は破棄期限として大阪府・市が指定し

た日のいずれか早い時点までに、自己の費用と責任において重要保秘義務対象資料（その

印刷物、複写物、複製及びハードディスク等の記録媒体への記録を含むがこれに限らない。）

を復元不能な方法で破棄・消去した上、「重要保秘義務対象資料破棄義務の遵守に関する報

告書」を担当窓口まで持参又は郵送（書留等、配達の記録の残る方法）で提出すること。 

 

８． 守秘義務対象資料等に関する質問の受付・回答 

(1) 大阪府・市は、守秘義務対象資料及び重要保秘義務対象資料の貸与を受けた者を対象とし

て、守秘義務対象資料及び重要保秘義務対象資料その他募集要項等を構成する書類に関す

る質問を受け付け、回答を提示する。 

(2) 質問者自身の権利、競争上の地位、その他正当な利益を害するおそれのある内容を除き、

受け付けた質問のうち、すべての資格審査通過者に対して共通で回答する必要があると大

阪府・市が認めたもの及びその回答については、資格審査通過者全員に対して共有する。 

(3) 質問の受付期間及び提出方法並びに大阪府・市からの回答方法等については、資格審査通

過者に別途通知する。 

 

９． 補足資料の公表等 

大阪府・市は、募集要項等を補足するための資料（以下「補足資料」という。）を公表、配

付又は貸与することができる。但し、公表、配付又は貸与は 2020年６月頃（詳細は資格審査

通過者に別途通知する。）までに行い、以降、新たな補足資料の公表、配付又は貸与は行わな

いものとする。 

補足資料を公表する場合は、大阪府・市のホームページにて行い、「守秘義務の遵守に関す

る誓約書」又は「重要保秘義務対象資料の取扱いに関する誓約書」の提出者に対してのみ開

示する場合は、VDR等により行うものとする。 
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１０． 現地調査 

資格審査通過者は、大阪府・市が協力する範囲で、事前に大阪府・市の承認及び必要となる

手続きを経た上で、現地調査（現地視察・ボーリング調査等）を実施することができる。 

現地調査を希望する場合は、3.-(2)に定める資格審査書類の提出時に、様式集等に従い「現

地調査希望確認書」に必要事項（希望の有無及び希望する調査事項の概要）を記載のうえ、担

当窓口へメールで提出すること。 

現地調査の実施に当たっては、大阪府・市の指示に従うとともに、調査項目・時期等を含め

希望どおりに現地調査が実施できない場合があることに留意すること。なお、現地調査の実

施に係る詳細は、資格審査通過者に対して別途通知する。 

 

１１． 競争的対話の実施 

大阪府・市は、資格審査通過者による提案審査書類の提出までの間に、資格審査通過者と

競争的対話を行い、その結果を踏まえ、必要に応じて基本協定及び実施協定等の調整を行う。 

 

(1) 対象者 

競争的対話への参加申請は、資格審査通過者のうち応募企業等が行うことができる。 

 

(2) 実施時期・方法 

a. 2020年１月頃から７月頃（予定）までの間で別途調整する。 

b. 実施場所は大阪府咲洲庁舎を予定している。 

 

(3) 競争的対話実施までの手順 

a. 競争的対話参加申請手続き 

競争的対話への参加申請手続き、参加申請期間その他詳細は、資格審査通過者に対し

て別途通知する。 

b. 大阪府・市による競争的対話実施・議題の通知 

競争的対話の参加申請者に対して、対話実施日程及び議題（必要に応じて）をメー

ルにて通知する。 

 

(4) 競争的対話の実施方法 

a. 競争的対話は、応募者ごとに複数回の実施を予定している。 

b. 競争的対話は、以下の順番で行われる。 

① 資格審査通過者と大阪府・市との間での意見交換の場の設定 

② 大阪府・市による基本協定及び実施協定等の調整 

c. 競争的対話は日本語で行う。通訳が必要な場合は、競争的対話の参加申請者にて通訳

を手配（費用負担含む。）すること。通訳を利用する場合は、可能な限り同時通訳（機

器材の準備含む。）とすること。 

d. その他、競争的対話の実施方法・進行方法等の詳細については、競争的対話の参加申

請者に対して別途通知する。 
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１２． 提案書審査 

提案書審査への参加を希望する資格審査通過者は、様式集及び記載要領に定めるところに

より、提案審査書類を作成し、提出すること。 

 

(1) 提案審査書類の受付期間 

2020年７月頃（資格審査通過者に別途通知する。） 

 

(2) 提案審査書類の提出場所・方法 

a. 資格審査通過者は、様式集及び記載要領に定めるところにより、担当窓口に対し事前

に連絡のうえ、持参又は郵送（書留等、配達の記録の残る方法）で提出すること 

b. 持参する場合の受付時間は、土曜日、日曜日及び祝日を除く各日の 9：30から 17：00

までとする。 

 

１３． 審査結果の通知及び公表 

大阪府・市は、提案審査の結果を提案書審査に参加した全ての応募企業等に対して、2020

年９月頃（予定）に通知する。 

また、設置運営事業予定者の選定後速やかに、設置運営事業予定者の名称及び提案書審

査の結果概要を大阪府・市のホームページへの掲載そのほか適宜の方法により公表する。 
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第 12 設置運営事業予定者選定後の手続き 

 

設置運営事業予定者選定後の手続きは、以下のとおりとし、詳細は事業条件書及び基本協定

書(案)を参照のこと。 

 

１． 基本協定の締結 

設置運営事業予定者は、基本協定書(案)（競争的対話に基づいて修正された場合は、当該

修正案をいう。以下同じ。）に基づいて、大阪府・市と速やかに基本協定を締結しなければな

らない。 

設置運営事業予定者と速やかに基本協定が締結されない場合、又は基本協定の締結後に実

施協定の締結に至らないことが明らかとなった場合には、大阪府・市は、次点設置運営事業

予定者を設置運営事業予定者として、あらためて基本協定の締結以降の手続きを行うことが

できる。 

なお、大阪府・市は、基本協定書(案)の修正には原則として応じない。 

 

２． SPCの設立 

設置運営事業予定者は、実施協定の締結までに、本事業の実施を事業目的とする SPC とし

て、会社法に規定する株式会社を設立しなければならない。 

なお、設置運営事業予定者が、株式会社以外の法人形態（会社法に規定する会社に限る。）

による SPC の設立又は間接的な SPC 株式若しくは出資持分の保有等を希望するときは、提案

書類において、法人形態や SPC との間の資本関係を具体的に提案することとし、参加資格審

査の通過後に、競争的対話を通じて大阪府・市と協議した上で、大阪府・市が認める形態で

SPCを設立することができる。 

 

３． 設置運営事業予定者による事業準備行為 

設置運営事業予定者は、区域整備計画の認定の申請、SPCの設立及び実施協定の締結準備と

並行して、事業開始に向けた準備行為として、大阪府・市が協力する範囲で、現地調査（ボ

ーリング調査・測量調査等）、各種許認可等の手続き並びに万博及び周辺インフラ整備等に関

する工事調整等を実施することができる。 

 

４． 区域整備計画等の作成及び認定の申請 

大阪府及び設置運営事業予定者は、共同して区域整備計画及び事業期間全体に関する計画

（以下「長期区域整備計画」という。）を作成し、大阪府によるＩＲ整備法第９条第６項に基

づく大阪府公安委員会又は大阪市の同意、ＩＲ整備法第９条第９項に基づく大阪市の同意、

ＩＲ整備法第９条第８項に基づく府議会の議決等、その他大阪府・市が定める必要な手続き

等を経て、ＩＲ整備法第９条第１項に基づき、認定の申請を国土交通大臣に対して行うもの

とする。 

 

５． 実施協定等の締結 

設置運営事業者は、ＩＲ整備法第９条第 11項に基づく国土交通大臣による区域整備計画の

認定が得られた場合には、実施協定書(案)（競争的対話に基づいて修正された場合は、当該

修正案をいう。以下同じ。）に基づいて、速やかに、実施協定の締結について大阪府と共同し

て国土交通大臣に対して、ＩＲ整備法第 13条第２項の認可申請を行わなければならず、当該

認可が得られた場合には、速やかに、実施協定を締結しなければならない。 

また、これに併せて、大阪府、大阪市及び設置運営事業者との間で立地協定書(案)（競争
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的対話に基づいて修正された場合は、当該修正案をいう。）に基づいて立地協定、大阪市と設

置運営事業者との間で事業用定期借地権設定契約書(案)（競争的対話に基づいて修正された

場合は、当該修正案をいう。）に基づいて事業用定期借地権設定契約を締結する。 

なお、大阪府・市は、実施協定書(案)等の修正には原則として応じない。 
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第 13 応募に関する留意事項 

 

１． 応募の前提 

 

(1) 募集要項等の承諾 

応募者は、募集要項等に記載の条件を十分に理解し、これを承諾して応募すること。応

募者は、募集要項等についての不明を理由に異議を申し立てることはできない。 

 

(2) 費用負担等 

提案書類の作成及び提出を含め、本公募におけるすべての手続きのうち、応募者として

実施する行為に関しては、応募者自らの責任と費用負担により行う。 

 

(3) 書面主義及び使用言語 

a. 本公募に関して大阪府・市に対して行うすべての意思表示は、募集要項等に別段の定

めのない限り、書面によるものとし、使用する言語は日本語とする。 

b. 応募者が日本国外の企業から構成される場合、日本語と英語の併記を認めるが、その

内容が異なるときは日本語の記述が優先される。また、参加資格に係る資料の付属資

料として応募者から提供される印刷物については外国語のものも認められるが、その

場合、関連部分について日本語による正確な翻訳を添付するものとする。 

c. なお、対話等口頭のやり取りについては、日本語の通訳を利用する限りにおいて、日

本語以外の言語を使用することも可能である。但し、通訳を利用する場合は、可能な

限り同時通訳（機器材の準備含む。）とすること。 

 

(4) 通貨及び単位 

提案書類、質問・回答、審査等において使用する通貨及び単位は、日本円及び計量法（平

成４年法律第 51号）に定める単位とする。 

 

２． 審査料の負担 

本公募の応募者は、本事業のために大阪府・市が設置運営事業予定者の選定にかかり要し

た費用の一部を審査料として負担するものとし、参加資格審査の申請に当たり、金 1,000 万

円を大阪府に納付する。（支払方法等は第 11-3.-(3)参照のこと。） 

当該審査料の額は、アドバイザリー業務委託に係る費用（契約金額：377,193,845円）のう

ち、設置運営事業予定者の選定手続き等に密接に関連する費用に相当する部分（90,825,943

円）の一部に該当する。 

 

３． 応募に当たっての制限事項 

 

(1) 大阪府・市等への働きかけ 

 応募者（応募者になろうとする者を含む。）は、本公募手続き外で、大阪府・市の職員、

大阪府・市アドバイザー並びに選定委員会の委員、委員が属する団体及び委員と一定の関

係のある者に対して、直接・間接を問わず、本公募に関して自己に有利になるよう働きか

けを行ってはならない。 
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(2) 大阪府・市等への寄附等 

a. 応募企業及び応募グループ構成員（但し、設置運営事業者の議決権株式総数の３

分の１未満の出資を行う予定の者を除く）は、bに定める制限期間中、直接・間接

を問わず、大阪府・市等に対して、原則として寄附等（本公募前から定例的又は継

続的に行われるものを除く）をしてはならない。なお、制限される寄附等の詳細

は、資格審査通過者に対して審査結果の通知時に別途通知する。 

b. 制限期間 

 第 11-3.に定める資格審査結果の通知日（第 11-4.により追加した応募グループ

構成員は、応募グループ構成員変更承認通知書の通知日）から、応募者が提案審査

書類を提出しないことが明らかとなった日又は第 11-13.に定める提案書審査の結

果通知日までの間 

 

４． 提案書類の取扱い 

提案書類の取扱いは以下のとおりとする。 

 

(1) 知的財産権 

提案書類に関する著作権、肖像権、商標権その他の知的財産権は、当該提案書類を提出

した者その他権利を有する権利者に帰属する。提案書類の作成・提出等に当たっては、知

的財産権を含むいかなる第三者の権利利益も侵害してはならない。 

なお、本事業の公表その他大阪府・市が必要と認めるときは、大阪府・市は提案書類の

全部又は一部（プレゼンテーションにおける配付資料及び映像等を含む。）を無償で使用・

改変等できるものとする。なお、提案書類は返却しない。 

 

(2) 提案書類の公開について 

大阪府・市は、5.及び 6.に定めるところに従い、必要に応じて、選定した設置運営事業

予定者（設置運営事業予定者となった次点設置運営事業予定者を含む。）の提案書類の一

部（プレゼンテーションにおける配付資料及び映像等を含む。）を公開する場合がある。

なお、提案書類を公開された場合に応募者自身の権利、競争上の地位、その他正当な利益

を害するおそれのある内容（特殊な技術やノウハウ等）が含まれる場合は、提案書類の提

出時にその旨を明らかにすること。 

 

(3) 提案内容の矛盾について 

提示図面或いはイメージ図等と、文書による記載内容に矛盾がある場合には、文書によ

る記載内容が優先するものとする。 

 

(4) 提案内容の履行義務について 

設置運営事業予定者が、各審査段階において大阪府・市に提示した提案については、様

式集及び記載要領及び基本協定で別途定める場合を除き、設置運営事業者がこれを履行す

る義務を負う。なお、プレゼンテーションを実施した場合には、プレゼンテーション時の

提案内容に係る質問及びその回答についても同様に取り扱う。 
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５． 提案内容の提供等 

 

(1) 権利利益の明示及び提案概要書 

a. 応募者は、公開された場合に、応募者自身の権利、競争上の地位、その他正当な利益

を害するおそれのある内容（特殊な技術やノウハウ等）が含まれる資料については、

提案書類の提出時にその旨を明らかとすること。 

b. 応募者は、大阪府・市が一般公開するために用いてもよい内容をもって「提案概要書」

（様式は資格審査通過者に対して別途提示する。）を作成し、提案審査書類の一部とし

て提出すること。なお、大阪府・市は、提案概要書に記載された内容が、府・市民へ

の説明義務を果たす観点から不十分又は不適切と思料するときは、応募者に対し、提

案概要書の内容の追加又は修正を求めることができる。 

 

(2) 提案内容の提供等 

 大阪府・市は、応募者の名称及び提案書類の内容を、以下の各号のいずれかに該当

する場合及び「6. 選定結果等の公表」に定める場合を除き、大阪府・市以外の第三者

に対し、公表・開示・提供（以下「提供等」という。）しない。 

a. 公知・公用のもの 

b. 大阪府又は大阪市がすでに保有又は独自に開発・取得したもの 

c. 応募者が提供等について同意した場合 

d. 法令等により提供等が要求される場合 

e. 本公募の目的の遂行に必要な範囲において、大阪府若しくは大阪市の関係行政機関又

は、大阪府・市アドバイザーに提供等を行う場合 

 

６． 選定結果等の公表 

 

(1) 設置運営事業予定者選定前の公表 

a. 参加資格審査の終了後 

 大阪府・市は、第 11-13.に定める資格審査結果の通知後は、設置運営事業予定者の

決定前であっても、参加資格審査に係る応募者の数、応募グループ名称及び応募企業

等の名称について、必要に応じて、応募者の事前の承諾を得ることなく、いつでも第

三者に公表することができる。 

b. 提案審査書類の受付後 

 大阪府・市は、第 11-12.に定める提案審査書類の提出受付後、提案書審査に係る応

募者の数、応募グループ名称及び応募企業等の名称を公表するものとする。 

 

(2) 提案書類の公表 

c. 提案概要書の提供等 

大阪府・市は、5.-(1)-bに記載する「提案概要書」については、設置運営事業予

定者の選定後は、応募者の事前の承諾を得ることなく、いつでも第三者に提供等する

ことができる。 

d. 提案書類の一部提供等 

大阪府・市は、本公募における設置運営事業予定者の選定後、大阪府・市の事業遂

行に支障をきたさなくなった時期に、提案書類を提供等された場合に応募者自身の権

利、競争上の地位、その他正当な利益を害するおそれのある内容（特殊な技術やノウ
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ハウ等）を除き、大阪府・市以外の第三者に対して、必要に応じて提案書類の一部を

提供等する場合がある。 

e. その他 

選定された設置運営事業予定者の提案書類の提供等の取扱いについては、様式集及

び記載要領に定める。 

 

７． 大阪府又は大阪市の関係部署への問合せ 

応募者は、本公募及び本事業に関して疑義・質問が生じた場合は、募集要項等に記載する

手続きにより質問・確認を行うものとし、担当窓口（大阪府・市ＩＲ推進局推進課）以外の

大阪府又は大阪市の関係部署に対して、個別に問い合わせ等を行ってはならない。 

 

８． 応募の無効 

次のいずれかに該当する場合（応募後に判明した場合を含む。但し、基本協定又は実施協

定の締結後に判明した場合は、それぞれ基本協定又は実施協定の定めるところによるものと

する。）は応募を無効とする。 

 

(1) 第 10-2乃至 6に定める要件を充足しない応募者が応募したとき 

(2) 提案書類が様式集等又は様式集及び記載要領に従い記載されていない又は不足している

とき 

(3) 提案書類の提出方法、提出先又は提出期限について、様式集等又は様式集及び記載要領の

定めに適合しないとき 

(4) 応募者（応募者になろうとする者を含む。）が、本公募手続き外で、大阪府・市の職員、大

阪府・市アドバイザー並びに選定委員会の委員、委員が属する団体及び委員と一定の関係

のある者に対して、直接・間接を問わず、本公募に関して自己に有利になるよう働きかけ

を行ったと認められるとき 

(5) 募集要項等に基づく本公募手続きにおいて、偽りその他不正を行ったとき 

(6) 提案書類に虚偽の内容が記載されているとき 

(7) その他募集要項等に定める条件に違反したとき 
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第 14 その他 

 

１． 本公募の取消し 

大阪府・市は、本事業を実施することが適当でないと判断した場合は、公募開始後であっ

ても、設置運営事業予定者を選定せず、本公募を取り消すことがある。 

この場合、大阪府・市は、その旨を大阪府・市のホームページへの掲載その他適宜の方法

により公表する。 

 

２． 情報提供 

本事業に関する情報提供は、以下のホームページを通じて適宜行う。 

ＩＲ推進局推進課ホームページ http://www.pref.osaka.lg.jp/irs-suishin/osakair-jigyou/index.html 

 

 

  

http://www.pref.osaka.lg.jp/irs-suishin/osakair-jigyou/index.html


 

53 

 

第 15  別紙一覧 

 

・ 別紙１ ＩＲ区域の整備に関する基本協定書（2019年２月 28日付け 大阪府・大阪市） 

・ 別紙２ 大阪・夢洲地区ＩＲ予定区域（概要図） 

・ 別紙３ 大阪・夢洲地区特定複合観光施設設置運営事業設置運営事業予定者選定基準 

・ 別紙４ 参加資格審査等手続きに関する様式集及び記載要領 

・ 別紙５ 募集要項の用語定義 

 


